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巻頭言

｢グ□－バルな活動に向けて」

社Ⅲ法人郁市環填エネルギー協会副'1111)j長

jFEエンジニアリング(抑理１１天然ガスソリューション事業部長

舛田直之

1969年７)j2111、ハッチを|Ｈ１きはしごを下りﾉf足を)j面に踏みおろしながら、ニール．アームストロングは

次のようにrirった、「これはひとりの人間にとっては小さな一歩であるが、人類にとっては仲人なﾊｾﾞ躍である｣。

【|]学'１iであった私は今でも)]lhiに降り立ったニール・アームストロングの画像を餅IU1に思い出すことができ

る言，人頬史１２初めて１１から地球を見た彼は、「地球の大気圏は、111J)あるBi重な資源である。そｵLをいかに`､〕：

I)、いかに瞬く使うかを、私たちは身につけなければならない」という椚言も残している。すでに彼は、地球

に対する環境への危機愈識を持っていたのである。

それから約20KI;後の1988年、アメリカ｣Z院公聴会における｣.ハンセンの「鹸近の異fiir気象、とI)わけl叶い気

象が地球iMI腿化と関係していることは９８９６の確率で１１：しい」という発言によ'〕、地球寒冷化脱から温暖化説へ

大きくシフトし始めた。そして人熱の排１１IしたmA室効】しガスが重婆な役11}Ⅲを果たしているということは、科学

的なコンセンサスを得て今[]の「低炭素ｉｌ:会への実現」に|ｲﾘけての各jmiアクションプランに結びついている。

今ｲ1{の夏は1898ｲ|:に気象観illlの統iilが開姉されて以来の最,1M気ihiを記録し８)]は平均気温よ')２３度｣二'''１つた

とのことである。

汁イギリスが賑業革命によ')大きな発腱を遂げ、Ⅱ本はiijf後のl業生藤技術により大きな発腱を遂げた。そ

していま鰍IRIから中lIil、インド、ブラジルヘとi嚇度成長がシフトされている。一昔iiiIの安定成長路線の延長を

踏襲するだけでは、’１１の器が小さくなってしまった日本国内での従来型成長は不可能であI)、既ｲﾘ権益を打破

し獅外に環境技術を発|（し迦進するエンジンが必要である。ilhi室効果ガス削減ならびに省エネルギーと総済成

長の１１I1jTlLを求められている１１'lil災成艇過程の国々に対し、日本はそのIIli面をサポートでき得るIllt-の国ではない

だろうか。

ガllIi7環境エネルギー協会も、先ず１１本のスマートシテイの奨現に寄与するとともに低炭素型１１界実現に向け

て雌・宮・学一体となった収I)組みが必奨である。そのためには、他の協会・瀧界・学会とも迎挑した効率的

かつⅧi広い視点からの腱開による提言も必要と碁える。

１１協会のIii身であるⅡ本地域冷暖鳴協会が結成されたのは、月に人類が降り立ってから３年後の1972ｲﾄﾞであ

る。我々が築いてきたillliTをどのように変え獅外に苑(i;していくのかは、都市を築いてきた我々の責任でもあ

る⑪

都市環境エネルギー第97号３



特集

低炭素まちづくりに向けて

荒川辰雄国土交通省都市・地域整備局市街地整備課企画専門宮

１．国土交通省成長戦略の概要

２００９年１０月、武田薬品工業株式会社の長谷川

社長を座長として、有識者により構成される国十交

通省成長戦略会議が設置された。人ロ減少、少子高

齢化、莫大な財政赤字という、三つの大きな不安要

因に直面している我が国において、国土交通省が所

管する産業分野の優れた人材、技術力、ノウハウな

ど、我が国の成長に寄与するリソースを最大限に活

用し、経済のパイを広げ、国際競争力を向上させる

ための成長戦略を確立することが設立の趣旨であ

る。

２０１０年５月、「海洋国家日本の復権｣、「観光立

国の推進」「オープンスカイ｣、「建設・運輸産業の

更なる国際化｣、「住宅・都市」という５つの重点分

野からなる国土交通省成長戦略が策定、公表され

た。その全体像は図］に示すとおりである。

２．まちなか居住、コンパクトシティへの誘導

成長戦略の「住宅・都市分野」の中て、将来目指

すべき我が国のまちづくりのあり方として、まちな

か居住・コンパクトシティへの誘導が掲げられてい

る。医療・商業施設等の暮らしの利便施設のまちな

かへの集約化、公共交通の利便性の向上、移動支援

などへのICTの積極的活用、面的なCO2の大幅削減

等により、サステナブルな都市・まち経営と人と環

境に優しいまちなか居住・コンパクトシティの実現

麺チャンスを活かし．新たな日ムー

麺鵜灘溌灘＄|ilTljj届 ZF]L－．J＝Z９

￣
ﾘｧﾛ外国人敵３．０００万人の実ｍの
ための首都四空港の忠in拡大･務

ノノ

､Iｺｽﾄの低減など＿￣談〆
観光分野 航空分野

……願蔬藏騒ど安全･快適な港輝に＃竜

'二ｺﾜﾌﾞﾄｰｽﾞの促進 まちの魅力向上や地域の観
光貢亜の有効活用など

海洋分野 住宅･都市分野

伍市冊発と共に行うインフラ蔓E3での
PPPやインフラファンドの活用など

氾溝経甘の民趣化の拉進など

観光篤股のＰＰＰ

棚辿など

空姻整個のPPP拉進

など
１

国際展ＤＩＩ･官民迎摂分野

図１国土交通省成長戦略の全体像

４都市環境エネルギー第97号

>将来の憂いない安心した国民生活のためには日本の経済成長が必要不可欠との胆随から､攻めの姿勢と強い窟志をもった
実現性ある成長敬路を槙蕊する。

＞中国をはじめ高成長を遂Ifるアジア胞国の活力を日本経済に取り込むなど．日本の成長ポテンシャル'二藩目した政策提哲。
＞国交右管哺サービス産薬'二ついて､ICT技衡や民間の知皿と資金の活用により.生鹿栓の向上とパイの拡大を柑向。
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を目指すものである。

このため、少子高齢化社会の更なる進展を見据え

て、国としてまちなか居住・コンパクトシティへの

政策転換を都市政策の墓本理念として明示し、以下

の取組により、都市機能・サービスの集約化による

まちなか居住を推進することが掲げられている。

ｉ）地方公共団体による、医療．福祉施設のまちな

かへの誘導とまちなかや交通沿線への住み替えを進

めるための取組や助成を国が支援する。

Ⅱ）市街地の拡大をより一層抑えるため、郊外の新

市街地開発型事業を抑制する。

iii）まちなかの利便性を高めるため、公共施設の有

効活用や規制緩和を推進する。

・民間の先端的膜技術を活用した下水処理施設の改

築・省スペース化により生じる敷地の有効利用方

針を国が策定、公共賃貸住宅団地における医療．

福祉施設の導入等

・人が多く集まる駅前広場の立体的利用を可能とす

る手法や民地におけるＬＲＴの走行空間の確保に

資する容積率の緩和等の誘導手法を国が提示

・子どもから高齢者までが利用しやすく、かつ環境

負荷も低い地域交通システム（ＬＲＴ、電気バス

等）の導入等によるまちなかへのアクセス改善、

コンパクトシティ化

・歩行空間ネットワークの整備の推進等、ｌＣＴを活

用し高齢者・障がい省等現状で移動に困難を覚え

る人のより積極的な都市活動を助けるインフラ構

築の推進

Ⅳ）まちなか居住推進のためのノウハウを有する専

門人材を地方公共団体が育成するに当たって必要と

なる人材やノウハウに関する情報を国が提供する。

イドライン」を国が策定する。

Ⅱ）効果的なエネルギーマネジメントを進めるた

め、下水熱などの未利用エネルギーの有効利用を実

現する規制緩和を行うほか、エネルギーの面的利用

に資する市街地整備とあわせた太陽光などの再生可

能エネルギーの利用方策を国が提示する。

(例）法規制緩和による下水管の未処理下水熱の民

間開放、下水熱．バイオマスの利用技術開発に係る

官民連携実証実験等による下水道エネルギーの利用

推進

iii）「スマートグリッド」の促進による低炭素社会

の実現を視野に、ICTを活用した日本の最先端技術

の実践による電気自動車を活用したまちづくりを推

進するため、民間の駐車場における電気自動車、電

動バスの充電施詔轄備への支援や超小型低炭素電動

車両の開発促進とその走行や駐車を可能とする指針

を国が策定する。

以上のように、成長戦略に掲げられたまちづくり

の政策、施策を環境・エネルギー対策の観点から整

理すると、都市機能・サービスを中心市街地や公共

交通沿線に集約し、このようなエネルギー需要の高

い地域において環境・エネルギー対策を集中して実

施していくことで、効率的な都市経営と効果的な環

境・エネルギー対策を同時に実現することを目指す

ものといえる。

以下では、都市環境エネルギー協会の関係者の

方々に直接関係する環境・エネルギー対策、とりわ

けエネルギー面的利用の課題と今後の展開を中心に

述べることとする。

４．エネルギー面的利用の事例

成長戦略における提言を受けて、私ども市街地整

備課では低炭素まちづくりへの課題を明らかにする

ために、全国各地で行われているエネルギー面的利

用を中心としたまちづくりの取り組みについて情報

収集を試みた。

例えば、豊島区では地域冷暖房供給エリアの拡大

や豊島清掃工場の廃熱利用などによる低炭素まちづ

くりを検討している。平成26年に移転を予定して

いる豊島区現庁舎や、現庁舎の周辺の公会堂、区民

ａエネルギーの有効利用によるＣＯ２削減
さらに、都市機能・サービスの集積した地域にお

いて、エネルギーの有効利用によるＣＯ２の大幅な削

減に向けて、以下の取組を実施することが掲げられ

た。

ｉ）各都市が、マスタープランの策定に当たりＣＯ２

排出状況の評価やコンパクトシティに向けた目標の

設定等を客観的に行うことができるよう、都市・街

区単位でのCO2削減に資する「低炭素都市づくりガ

都市環境エネルギー第97号５
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図２池袋駅周辺の瑠境対策（国土交通省作成）

センターなどに、街区再編と併せて、エネルギー

ネットワークを構築し、加えて、池袋駅から北に約

６００ｍに立地する豊島清掃工場から、未利用エネ

ルギーの導入可能性について検討を開始した。将来

的には、東池袋、西池袋の既存の地域冷暖房とネッ

トワークを結ぶことによって、清掃工場の熱エネル

ギーのさらなる有効利用を図る構想である。

この構想を実現するためには、熱エネルギーの将

来的な需要と供給の見通しを立て、熱導管敷設やプ

ラント改築に要する支出とエネルギー供給による収

益とのバランスについて詳細な検討を要するが、現

段階では鉄道や道路を占用することや将来の需要を

担保する見通しを立てることが課題となっている。

また、渋谷駅周辺では、平成２１年６月の土地区

画整理事業等の都市計画決定を受けて、現在事業認

可の手続きを進めているところであるが、これに併

せてエネルギー利用の効率性向上のため、新宿区に

ある落合水再生センターから自然流下し、渋谷駅街

区を通って渋谷Ⅱ|などに流れ込んでいる清流復活水

を活用したヒートポンプや渋谷駅街区から７００ｍ

程度の距離にある渋谷清掃工場の排熱利用などが検

討されている（図３)。

この構想を実現するために、熱量はどの程度利用

可能なのか、エネルギー供給は誰が担うのか、事業

採算性を確保できるかなどの詳細な検討を進める必

要がある。

池袋、渋谷のような大都市だけではなく、地方都

市においても様々な検討が進められている。愛知県

豊田市においては、図４で示すとおり集合住宅で実

現しているシステムを戸建住宅地に応用し、背割り

線への管路の敷設を標準化することにより、光熱水

費の縮減に加えて、埋設コストの削減、道路工事の

縮減、無電柱化などを実現できる可能性について検

討している。

図５に示すように宅地造成時にその－部を環境に

配慮した街区として、例えば、住宅と公共施設など

;:／Ｔ■．
＃い～r
１，－－，▲

１文企･旦吐函

田⑰■■画:kzDB■=｣､-,屯…･叩

卍説

ミー

か

■夕

届

、▲

●ひ

図３清流復活水と渋谷清掃工場の位画
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発電の通気を融通

(既存の技術）
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lTrjJDlFlJ刺ﾛｰ'梓嚴4,円HlIﾉｰ・通観Ｚｉｔ興じ
融通するﾉｰＷＳ霊lYn命電ﾘﾏ：

図５±1lb区画轄理躯業における環境街区イメージ

･技術開発

･規制緩和

･しくみの構築 Ｉ 背割り線を標準装備化すると

光熱水費のお得感に加えて、

埋設コストの削減

道路工事の縮減

無電柱化

を実現

５．エネルギー面的利用の課題と解決の方向性

以上紹介したように、まちづくりにおいて野心的

な取り組みを実施している事例はあるものの、経済

合理性があるシステムとして早期に実現が見込まれ

るシステムの事例は未だ限られている。

最近新聞紙上でも取り上げられているように、エ

ネルギーマネジメントを中心として低炭素社会を実

現するための要素技術の開発は一定水準まで達して

おり、今後も急速な開発、改良の取り組みが期待さ

れる。－万、これらの技術開発の成果を街区や地域

に応用、導入するためのシステムは発展途上にある

ようだ。特に従来からの系統電力、系統ガスのシス

テムと比較して、経済性の面から競争力のあるシス

テムの構築について確実な見通しは立っていないよ

うに思われる。

今後、低炭素まちづくりを実現するためには、建

築物、自動車、家電などの単体における省エネル

ギー、省ＣＯ２化の取り組みが引き続き必要であるこ

とは明らかである。その上で、さらに大幅なＣＯ２削

減を実現するためには、地域においてエネルギーを

効率よく利用し、さらに未利用エネルギー、再生可

能エネルギーを効率よく導入するための面的なエネ

集合住宅のシステムを平面化

図４集合住宅のシステムの平面化イメージ

需要のピーク時間が異なる用途を複合させれば、さ

らに需要の平準化が期待できる。豊田市では、土地

区画整理事業の先行街区で、希望する地権者にマン

ションを建設してもらい、移転する地権者の仮住ま

い住居として市が一括借り上げを行なっている事例

がある。図６に示すようにこの仮住まい住宅のマン

ションを環境対応型のものとして建設し、地権者に

実際に生活してもらい、そのような暮らしを嗜好す

る人に環境街区でエコハウスを建設してもらえる仕

組みができないか国土交通省からの要請を踏まえ経

済'性を含めて実現可能性を検討しているところであ

る。

蕊
、

ｎ選２－ノー･曇露鍵騒

◇◇ｉ
＋凸

図Ｓ家屋移転時のエコ仮住まい住宅のイメージ
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ルギーネットワークの構築が必要不可欠である。

一定の需要密度があるエリアで（又はエリアを形

成して)、施設（又は敷地）間でエネルギー融通が

できるネットワークを構築できれば、

①エネルギー需要の平準化による、導入機器の初期

投資の縮減と運用効率の改善

②エネルギーの変換ロス、蓄エネルギーロス、搬送

ロスの削減

が図られるなど、いわば地産地消型のエネルギー需

給システムを低コストで実現できる可能性がある。

しかし、いくつかの事例をつぶさに見ていくと、

エネルギー融通ができるネットワークの構築には管

路の埋設工事などを含めて大きな投資が必要とな

り、これをすべてエネルギー供給事業者の負担で整

備した場合には系統エネルギーとの価格競争に到底

太刀打ちできない。新たなエネルギーネットワーク

を合理的な投資額の範囲に抑えるためには、都市施

設や市街地の整備をする際に、少なくとも管路など

を収容する空間を同時に整備し、エネルギーネット

ワーク構築のための施設整備費を大幅に縮減するこ

このような認識のもと、国土交通省では平成２３

年度予算要求においてエネルギー面的利用を官民連

携により推進するための実証事業を実施するための

予算を要求しているところである。

ａむすび

再生可能エネルギー、未利用エネルギーを効率よ

く活用できるエネルギーネットワークが構築された

市街地が整備され、化石燃料の消費を抑えることが

できれば、輸入代金として海外に支払う代金を節約

できるばかりではなく、その資金を国内の設備機

器、プラント建築、土木などの産業への投資に振

り向けることができる。これは投資の乗数効果が一

定見込まれるだけでなく、一旦ネットワークの基盤

ができれば、フローではなくストックとして効いて

くることになる。

単に低炭素化という目標だけでなく、エネルギー

自給率の向上と内需拡大による地域経済の活性化を

目指し、まさに将来の成長を担う分野として低炭素

まちづくりの取り組みの促進が求められていると考

とができるしくみが必要とされている。 える。

都市環境エネルギー８ 第97号



研究・技術最前線

｢スマートエネルギーネットワーク」実現に

向けての取ｂ組み

東京ガス株式会社・大阪ガス株式会社

内で電力や熱を融通することでその制約を解き、

設備容量や稼働率のアップによる更なる省エネ．

省CO2を目指す。

ｂｌＣＴを活用したエネルギーの最適マネジメント

ICTを活用して、リアルタイムで供給と需要の

情報を取得しながらこれに基づいた最適制御を行

なうことにより、更なる省エネ・省CO2を実現

する。例えば、複数の需要家で構成するコミュニ

ティー内のCO2排出量を最小化するため、出力が

変動する再生可能エネルギーを優先利用しながら

客先のＣＧを遠隔制御して需給バランスを確保す

る。この時、電力に限った最適化では真に効率的

なエネルギー利用を行なうことは適わず、熱も含

めたトータルマネジメントによって初めてエネル

ギー全体の有効利用が可能となる。

②大規模ネットワークと分散型システムの協調

2008年７月に政府が発表した「低炭素社会づ

くり行動計画」によれば、太陽光発電装置（以

下、「PV｣）の導入目標は2030年迄に２００５年

比４０倍の５．３００万ｋＷとあるが、－万、出力調

整できないＰＶがこれだけ大里導入されると電力

系統運用上の課題が顕在化すると指摘されてい

る。

＜電力系統運用上の課題＞

・余剰電力問題

・周波数変動問題

ＳＥＮでは、省エネ・省ＣＯ２を達成するエネル

ギーのトータルマネジメントを実現した上で、

ＣＧとＰＶを協調制御することによりこれらの問

題解決に貢献できると考えている。

ａ余剰電力問題への対策

ＰＶ大量導入時には、年末年始やＧＷ、中間期

１．はじめに

近年、地球温暖化問題への対応やエネルギーセ

キュリティ確保の観点から、多様なエネルギーを組

み合わせてより高度に利用するエネルギーシステム

の構築が求められている。

これを受けて、ガス業界では、エネルギー全体の

有効利用を進めるため、次世代エネルギー社会シ

ステムである「スマートエネルギーネットワーク」

(以下、「SEM）の開発に取り組んでいる。

＜ＳＥＮのコンセプト＞

・電力に限らず、最終エネルギー消費の50％

超を占める熱の有効利用

、大規模ネットワークと分散型システムの協調

・再生可能エネルギー・未利用エネルギーと従

来エネルギーのベストミックス

ａＳＥＮの目的

①’電力と熱の有効利用

ａ電力や熱の融通による省エネ・省ＣＯ２

コージェネレーション（以下、「ＣＧ｣）は電力

と熱の併給が可能な総合効率の高いシステムであ

る。従来は－需要家の範囲で考えていたため、客

先の電力需要もしくは熱需要の低い方が設備容璽

や運転パターン（稼働率）を決める際の制約条件

となっていた。ＳＥＮでは、複数の需要家を情報

通信技術OCT）で繋ぎ合わせたコミュニティー

宜
力
向
要

し
■
■
ロ
，

、
力
爲
要

~’
'－－

豆家Ａ

爲問剥問
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の土曰祝日等に発電量が需要塾を上回り、余剰電

力が発生すると予想されるが、「低炭素電力供給

システムに関する研究会報告書（2009年７月)」

ては、系統側に大璽の蓄電池を導入することで対

応できると報告されている。我々は、余剰電力が

発生する数曰間だけでもＣＧ出力を下げれば蓄電

池容量を低減できる可能性があることをシミュ

レーションで確認した。

ａＳＥＮ実証事業

①東京ガスと大阪ガスは、経済産業省の「分散型

エネルギー複合最適化実証事業」に採択され、共

同で実証事業を行なう。

■システムＡ（東京ガスが担当）

特定エリア内において電力と熱の融通等を行な

い、コミュニティー内の最適化を図る゜

■システムＢ（大阪ガスが担当）

地理的に散在する「システムA」やＣＧを連携

することにより、各サイトで熱を使い切りながら

広域コミュニティー全体で電力の融通等を行な

い、広域エリアでの最適化を目指す。

Ｐ■■■Ⅲ

園…
驫
襲…

＜打定品件＞

2030年ＣＧ導入量11.000MWの丘qRe余■疽力対簸に渚、､平均して30％出力ｎ面

b、周波数問題/、の対策

ＣＧは出力調整が容易であるため、この能力を

活用してＰＶ出力変動の補完を行なうことで周波

数問題へ貢献する。

。ＬＣ－ｑｆ

o-SSbﾑﾛﾛﾛｰ■■上+●--■---ＰＳ－－゜⑥⑥-----B-+ｷｰｰｰ■■■--●●-｡●●牛■■■■や孕曰■■rご■■■L＋+丑

ＣＧ8.-$ﾉｪﾈ

②「システムA」の実証内容

ａ実証設備の概要

「東京ガス千住テクノステーション」（東京都荒

川区）に設置する高効率ＣＧ、太陽熱集熱装置、

ｐＶから供給される電力と熱を敷地内の複数の建

物間で融通する。さらに、荒111区の事業協力をい

ただき、区道を横断して敷設する熱導管を通じて

荒'11区立特別養護老人ホームに熱を融通する・

b、実証項目

イ）業務用、家庭用を含む複数の建物間での電力

と熱の融通効果

□）天候により集熱量が変動する太陽熱とＣＧ廃

熱を組み合わせて優先的に活用する熱源設備の

統合制御

ハ）天候により出力が変動するＰＶを補完する

ＣＧの制御

gﾜｮﾆ句、

２

５
０
５
０
１
５
０
５

１
１

』
１
１

（
二
二
〉
Ｒ
ヨ
ゲ
へ
雷
鰭
頭

ＰＶ出力(負色)が減少したRa合は
ＧＥ出力(策色)が上口

力
力

出
出

Ｅ
Ｖ

Ｇ
Ｐ

乞
痙

》一

…貝､電力

時刻 受電点においては変動が抑制されている
（ピンク色が1分平均巴）
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｢システムA」の実証事業の概要
CG:ｺｰｼﾞｪﾈ

｢システムB」の実証事業の概要

③「システムB」の実証内容

ａ実証設備の概要

既存の地域冷暖房施設「岩崎エネルギーセン

ター」（大阪府大阪市）と、工場需要家や社内遊

休地に設置するＰＶ（４ケ所)、既存のお客さま

のＣＧ（5件程度）を連携し、大阪ガス供給エリ

ア大で電力融通することを想定して最適化制御を

行なう遠隔監視制御システムを構築する。

実際にＣＧを運用しているお客さまのご協力を

得ながら実証を進めることで、実運用上の課題が

明確になり、早期のビジネス化や大規模地域実証

へのスムーズな連携が期待できる。

切所'二ついてI上田”ロでの89巴

｢システムB」の実証事業設備配置イメーージ

４．おわりに

ＳＥＮは、lCTを活用した電力と熱のトータルマネ

ジメントで省エネ・省CO2を達成すると共に再生

可能エネルギーを積極的に取り入れることにより、

多様化するエネルギー需給構造に対応する次世代エ

ネルギー・社会システムである。

東京ガスと大阪ガスは共同実証で課題を洗い出

し、ＳＥＮ実現のために必要な各種取り組みについ

て、その成果を蟇に関係者との連携を進めていきた

いと考えている。

ｂ実証項目

イ）地理的に離れた複数の電源と需要を総合制御

することにより、各サイトで熱の最適利用を考

慮しつつ、コミュニティー全体で電力融通する

効果

□）一般通信回線を活用したエネルギー供給設備

の遠隔制御

ハ）ＰＶの出力状況に応じたＣＧの協調制御によ

るＰＶ大量導入時の余剰電力対策、出力変動対

策

二）ＰＶとの協調制御に際してはＣＧ出力を増減

させるが、既得メリットを極力侵食しないよ

う、短時間だけ機械的尤度の範囲内で定格超部

分の出力を活用する運用技術

参考）実証事業の主要機器仕様

都市環境エネルギー第97号１１

槻翻名称 仕椀

システムＡ

(東京ガス）

ＣＧ

ＰＶ

太剛nＡ

370ｋＷ×１台．700ｋＷｘ1台

約90kＷ

約300,2（２ケ所に分散）

システムＢ

(大阪ガス）

岩崎ＥＣ・ＣＧ

お客さまＣＧ
ＰＶ

太隅熱

35kWＸ５台

800kW規模ｘ５件程度
180kＷ（４ケ所に分散〉

10ｍ



研究・技術最前線

環境にやさしいマイク□水力発電の

普及と技術開発

東京発電株式会社水力事業部部長稲垣守人(工学博士）

１．はじめに

日本もようやく、地球温暖化の悪影響に懸念を持

ち始め、国の施策に頼っていた地球温暖化対策も国

民一人一人の、企業1社1社の意識に、根付き始め

た。

地球温暖化抑制のための国の施策のひとつである

新エネルギーの普及・推進も加速し始めており、そ

の一員に加わった水力発電にも環境の変化が出始め

た。

これまで水力エネルギーは、日本が定める新エネ

ルギーの定義に属しておらず、新エネルギーに与

えられた開発促進の支援制度から除外されていた。

(図１）

これまで改定他

■１９７０年代の石;由危U:を蘭巨船エネルギーが定震

邸
石通代智エネノ1戸ドーと)Ｗうろが.姪濁ttjU1iA;ろエネルギー

･水力の分Ⅷ函騨鰯…瞳ですべてをi平'蔭い'机…滴､i…段
一風

水力は,ﾘﾉiエネルギー'二周さないエネルギーと定砿される

■画｣愚の思う楓･石;由ft呰灯ﾌﾞでなく､ＣＯＺ１ｦ$u』の、lｴﾈﾉｌＲｆ－1.1すらlTﾘ蛆
みの必要性刀轄珪った

・88外国でﾌk力可．可ﾌﾟたI厩発掘迫の121辺かV寵:った

・国;SE会順でOMHI角かV弱まった

皿
UD8L訂副屑凹匿扣ご垂。

図２水力発函と新エネルギー

かつたことが考えられる。

しかしながら、水力発電は、大規模な開発ではな

く、上下水道などのインフラ等に内在するエネル

ギーを利用「新しい水利用」する小規模分散電源と

して再スタートし、新エネルギー分野にようやく参

入した。

新エネルギーと原子力発電は、発電時に二酸化炭

素を排出しないエネルギーであり、ライフサイクル

における総排出量は、化石系の発電システムに比

べ、極端に抑制できている。（表1は、参考文献1の

引用であるが、これにマイクロ水力発電のLCAを

追記）

この数値を用いて、同一排出量抑制に必要な発電

規模をマイクロ水力と太陽光発電で比較してみると

以下のようになる。

出力３０ｋＷ、年間発生電力曇１８万kＷｈ（率1）

のマイクロ水力発電では、１年間に、５８Ｂｔ－ＣＯ２

(*２）の削減が見込める。

同量を太陽光発電で削減するには、２０万kWh/ｙ

(も）の電力壁を発生する必要があり、太陽光の利

用率は一般に１２％程度と言われていることから、

1面生司直ｴ好､深＝Ｉ

詞､頓ホカ

ーー厨司所K=l---
jtDA

中J1､水力
太凹他刊用

太田士
曰氷難問用

田力児＄

几Gｲｵﾏｽﾘ８＄ﾊｲｲＷｚ黙り0用
ハ｡ｲﾏﾏｽXuHQW迅四項蓮ｴﾈﾉＷ－
ハヴイUマス由宗g■■、兜①

n０１コマZ虚象戌■而臣例碩坦

ハ2ｲＷｚｍ宗醸恂硝10用

霞
鋤 漣力児＄
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図１新エネルギーーと再生可能エネルギーー

地形的、環境的には、曰本に最も適したエネル

ギーであったが、経済性の高い電源（高度成長期に

おける電力の立役者として）であったことで．経済

性が劣る石油代替エネルギー＝新エネルギー．とい

う国が定めた定義に含まれなかったという事実（図

2）とダム建設、森林伐採との連想もあり、クリー

ンなイメージが定着せずに、新エネルギーに属せな
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節子力

士四史

■■力

皿

団

刷珀飴
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マイケロホカ マイクロ水力発電事業「Aqua皿」

ピジネスモデル事例
ＯＳ0００９２０２５加３９ＣＤ

肋IOU●■■竺一CO2/1hｍ、

表１電源別ライフサイクルコストCO2排出田（LCA）

発電規模は、190kＷ（露４）となる。

東京電力のＣＯ２排出原単位を用いて、年間発生電

力量ベースで比較しても、マイク□水力発電は、太

陽光発電に比べ、約６倍の排出量抑制効果を持つこ

とがわかる。

＊］：３０ｋＷ×８７６０時間×０７０利用率

＝１８万ｋＷｈ

＊２：３３２－５５＝３２６５９－ＣＯ２/kＷｈ

S32g-CO2は、２００９年東京電力グループ

サステナビリティレポートによる

３２６５×１８万kWh＝5ＢＢｔ－ＣＯ２/ｙ

＊３：３３２－３８＝２ｇ４ｇ－ＣＯ２/kＷｈ

５８８００÷２９４＝２０万kWh/ｙ

＊４：２０．０００÷８，７６０÷０．１２＝１９０kＷ

兜URmD鷹種型、誼ロ幸dpU堂ｒｍＲ理迪DELjU由｢。

臨橇
■■■■ロー▲Ｆが■■

図３ビジネスモデル「ＡＱＵＡＬｊ」の概要

柱である「低コスト機器の技術開発」ては、水エネ

ルギーから電気を作り出す各設備を中心に、大学や

製造メーカとの共同開発により、廉価でそれなりの

性能を持つ水力発電システムがラインアップされて

きた。

残る柱である「ビジネスモデル」は、水資源保有

者（ビジネスパートナー：ＢＰ）とエネルギーや水

利用に関する悩みや夢を語りながら、それらの解決

策を導き出した結果として創りだされた。

水力発電を実現する上で、ＢＰにとって容易に実

現できるもの、たとえば水エネルギーの提供などは

自身で、技術課題や法に関する対応等専門知識、ノ

ウハウを要するものは東京発電が分担する。資源そ

のものを管理保有しない東京発電は、ＢＰとの共同

運営により資源の提供を受け、水力発電事業を実現

する相互依存型のビジネスモデルとして、認知され

ている。

本ビジネスモデルの模倣が増えているが、会話と

いう貴重なデータを分析しないと、真のお客様サー

ビス（Ｃｓ）は見いだせない。

2．普及推進のための3本柱

電源施設における低コスト化手法は、一般的にス

ケールメリットの追求によるものが多い。マイク□

水力発電では、身近な小規模エネルギーを追求する

故に、この手法は適用できないが、インフラの既設

水路設備を利活用することで、、低コストで環境に

やさしいものづくり”という付加価値を見出し、こ

れまで事業性の確保が難しいといわれていた小規模

水力に活路を見出した。

さらに、図３のような「新しい水利用（インフラ

系の水利用)」「ビジネスモデル」および「低コス

トの機器技術開発」の3本柱によるマイクロ水力の

普及・定着の仕組みが構築され、普及しつつある。

前述のように、「新しい水利用」により、環境と

の調和とコスト抑制を実現しているが、もう一つの
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３．低コスト水力機器の技術開発

マイクロ水力機器の技術開発は、莫大な研究費の

投入があってはならない。それほど大きくない市場

で大幅な低コストを実現するには、研究投資に対す

る回収負担は、できるだけ抑制したい。

安くていいからそれなりの性能で、それなりの寿

命という設計コンセプトを掲げ、４つの具体的な方

策に基づき開発を進め、機器のコストを従来比約

５０％に低減した。（図４）
－－．－■▲伍丘■■

図５大学(流体部Pﾖとの技術協im）

ており、それらを発掘することで、新たな機能・能

力を創り出す事ができる。

流体（水）の分野では、水力に関する研究が継続

的に行われてきているものの、経済成長期には製造

メーカを中心にした大容量・高落差水力機器の開発

が主体で、世界一の技術を国内企業間で競り合って

いた。それらは企業技術として、学会の参加を遠慮

する形となり、産学問に隙間が生じてしまってい

た。（その間には、産学による性能評価手法や技術

基準等が策定され、日本における水力基礎技術の磐

石な基盤が築き上げられた大きな功績があったこと

も１つの事実である）

また、経済低迷期には将来のための技術開発投資

が行われるものだが、水力は．定着した技術”とい

う先入観によりそれへの展開もなかった。

成長期および低迷期を通して、産学連携による水

力開発が定例的に行われることはなく、徐々に研究

者が減り（若手の減少)、後継となるべく学生も減

少していった。学会における課題は、研究室閉鎖、

後継断絶となってしまった。

しかしながら、温暖化という地球規模の課題およ

び政府政策の見直しにより、地方主権の時代に入

り、地方に存続する技術として水力の人気が高ま

り、地域の特I性を捉えた水力機器開発の需要が生ま

れた。

極小規模水力の研究を継続していた研究者の地道

な活動を起爆剤に、地元になじむ水力開発のチャン

スである。

現在、研究体制を構築し、研究者との連携を深

め、小さいながら地域に根付く水力機器の開発を進

めている。

価格破壊を目脂してこれまでの小水力発電￣ エ『》》託 鷺鵜顯
＝…

マイクロ水力発電システムの標準化

／産業界．学
特許出願，共

ﾊﾟｰﾄﾅｰとしての連

図４低コスト技術開発のコンセプト

璽産化＝多少効率が落ちても良い、できるだけ多

くの場所で適用できる水車を創る。

汎用化＝規格品、麗販品など市場に多く出回って

いる部品を多用できる水車を創る。

簡素化＝あれば便利といった付属品、仕様は排除

する。

部品差別化＝製品の骨組みを形成する部材はしっ

かりと、ベアリング等の消耗部品は

汎用化する。

高電圧、高応力および熱応力による負担がなく、

わずかな効率向上が大きな投資回収効果を生むこと

もないマイクロ水力機器では、開発済みの新技術流

用や大学との共同研究（図５）等、技術力が盛り込

まれながらも開発投資をそれほど要しない仕組み

(開発者との連携や技術の水平展開）を取り入れる

ことが重要であり、マイクロ水力発電システムの標

準化はそういう開発背景から生まれた。

(1)産学による技術開発連携

技術開発には「従来からこうやってきた｣、「当然

こうあるべきだ」のような゛先入観”が、開発の壁

となる場合が多々ある。歴史ある水力発電に関する

技術には、多くの見直す余地が残された壁が存在し

１４都市環境エネルギー第97号
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(2)企業との技術協調

マイクロ水力発電のような高度技術を要しない機

器の要求品質を満足するのは、曰本の得意芸・町工

場の超一流加工技術．であると考える。

昨今、町工場技術の海外流出が問題になりつつあ

るが、この貴重な無形財産は失ったら二度と取り戻

せない。－度は技術開発の進むべき道を見失いかけ

た水力と海外への|ターンの可能性を持つ職人技術

を融合させ、２つの損失を回避しつつ、新たな成果

を生み出したい。

図６，７に上記に関連する実施事例を紹介する。

､

図フ横浜国立大学.田中水力および東京発剛の共同開発

また、次なる展開も視野に入っており、発展箸しい

アジア地域に向け、知材保護対策を施した技術輸出

を検討中である。

一部の水.ごみ途ﾂﾞ尋健一唇
４マイクロ水力発電の導入事例

インフラ施設には、水力発電を行うために活用で

きるいろいろな施設がある。水道施設における浄水

場、配水池および送水管、また下水道施設の処理

槽、排水路等いずれも、水力発電に必要不可欠な水

路設備であり、施設の利活用は、環境負荷の抑制だ

けに留まらず、事業性向上にも寄与する。（図８）

上下水道を発電と言う観点から分析してみると、

いつかの特徴が見える。下水処理施設に存する水の

位置エネルギーは、施設と処理水の放水面との高低

差になる。本来、この間の高低差は海面の潮位変

化、河Ⅱ|の計画洪水位を想定して設定されており、

水力として得られる落差は概ね数ｍから十数ｍ程度

である。満潮時、洪水時には、落差はほぼゼロに近

づくが、それ以外においては有益な未利用エネル

ギーとなりうる。

上水施設では、自然の地形が作り出す有効落差を

持つ自然流下方式と送水目的地までの送水圧力を

獄ＩＦ！

吸出し高さ

吸出し管

湘南工科大学との共同研究により開発し
たクロスフロー水車は、精密加工技術と
小水力開発の実績を持つ中川水力の製造

により、商用化した。

図Ｓ湘南工科大学.中川水力および東京発電の共同開発
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確保するポンプ圧送方式の両タイプがあり、共に

１０ｍ以上の落差が見込め、山間の都市部では７～

B０ｍ程度にもなる。

後者の場合、遠距離送水に必要な圧力のうち、近

距離分水管路に存する圧力を利用する。遠距離送水

に必要な圧力に影響を与えず、近距離向け管路に存

する未利用エネルギーを活用する。

5．おわりに

新たな取り組みには、必ず技術開発が求められ

る。水力発電における技術開発の歴史は、大容量・

高落差化であり、スケールメリットによるコストダ

ウンを目指し、限界に挑戦する技術開発であった。

水力では限界に対する技術開発は終焉を向かえ、

付加価値向上や低コスト技術へとベクトル修正され

つつある。このうち低コスト技術に関しては、大学

や町工場とのコラポレーション開発がひとつの手法

として取り入れられている。

近年、国の政策としても産学官連携が推奨されて

おり多くの支援策が盛り込まれ、太陽光発電などで

は官民あげての研究開発が進められている。一方

で、水力の低コスト技術に関しては、ほとんど国の

関与を受けていないのが実情である。

曰本というお国柄に最も適した再生可能エネル

ギーである水力に産学十．宮．連携の推進体制実現

を強く期待する。-□…魎厨

参考文献

1）本藤祐樹「ライフサイクルCO2排出量による

発電技術の評価」電力中央研究所報告２０００

研究報告YggOOg

i改訂版』曰本の発電技術のライフサイクル
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用いた再推計研究報告YOgOO27

2）稲垣守人他：「マイクロ水力発電の開発と今

後の展望｣、電気評論、２００８年１２月号図Ｂ水道施設へのマイクロ水力発電所設囮
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イー・キズナプロジェクト

電気自動車普及施策"E-KIZUNAProject,,
～低炭素交通の実現に向けたさいたま市の挑戦～

さいたま市環境局次世代自動車普及推進室技師島田正樹

30％増加しており、主に自動車に由来する運輸部

門の排出軍も１６％増加している。排出量の内訳を

見てみると、運輸部門の排出量は全体の３０％近く

を占め、そのうち自家用乗用車の排出量が6596以

上を占めており、自家用乗用車の排出壁だけで全体

の20％近くを占めるのが、さいたま市の大きな特

徴である（図１)。日本全体での自家用乗用車の排

出量の割合が１０％程度であることと比較すると、

その割合が大きいことが分かる。

このような状況から、さいたま市では現在、運輸

部門、中でも自家用乗用車からの排出量を削減する

取組に特に力を注いでいる。

１．はじめに

さいたま市は、平成１３年に、浦和市・大宮市・

与野市の合併により誕生し、平成１５年に政令指定

都市に移行した。平成１７年には岩槻市と合併し、

現在、人口約１２３万人を擁する大都市となってい

る。

地理的には、東北・上越・長野新幹線を始めとす

る多くの鉄道路線が集まる東曰本最大級のターミナ

ルステーション「大宮駅」を有し、東北自動車道や

首都高速道路、東京外環自動車道、国道１６．１７

号線など多くの主要道路があり、交通利便性の高さ

から「東曰本のゲートウエイ」として認知されてい

る。

また、Ｊリーグの浦和レッズ・大宮アルデイー

ジャのホームタウンとして知られるとともに、大宮

の「盆栽｣、岩槻の「人形｣、浦和の「うなぎ」など

伝統産業が今なお息づく街でもある。

最近は、平成１９年にオープンした鉄道博物館に

年間１００万人を超える来館者が訪れるなど、鉄道

の街としても知られている。

自家用

乗用車ﾄラック
７

％

ノ

図１さいたま市内のCO2排出状況

(2)自動車の使用実態

では、市民は自家用乗用車をどのように使ってい

るのだろうか。

平成１７年度道路交通センサスＯＤ調査データを

用いた自動車利用特性に関する分析で明らかになっ

た特徴は、平均トリップ長の短さと、私事目的の

トリップの多さである。例えば、旧の走行距離の

分布（平日）を見ると、１曰にB0kｍ以上走行する

自家用乗用車は6.4％に過ぎない（図２)。仮説で

はあるが、さいたま市民は、近所のスーパーヘの

ちょっとした買い物にも、つい自動車を使用してし

まう、「クルマ依存型ライフスタイル」の傾向があ

ａさいたま市の現状

本稿の主題であるEVの普及施策について説明す

る前に、さいたま市がＥＶに注目することになった

背景について触れておきたい。

(1)ＣＯ２（二酸化炭素）の排出実態

本市の大気汚染については二酸化窒素、浮遊粒子

状物質の濃度が国の環境基準を既に達成しており、

九都県市で連携して取り組んできた、ディーゼル車

対策などの効果が現れ、改善されている。

￣方で、温室効果ガス、特にＣＯ２の排出塁を見

てみると、平成１９年度は基準年（1990年）比で

都市瑠境エネルギー第97号１７



ると推察される。 しかし、今販売されている、もしくはこれから販

売される予定のＥＶに関しては、むしろ加速性に優

れ、室内の静粛性や振動の少なさ、安定性の高さな

ど、クルマとして高いI性能を備えている。にもかか

わらず、前述のような徒にネガティブなイメージを

ユーザーが持っていることを、さいたま市では課題

として捉えている。

Ｅ－ＫｌＺＵＮＡＰ｢oiectは、これら３つの課題の解

決によってEVの普及を図ることを目的に開始され

たプロジェクトである。Ｅ－Ｋ１ＺＵＮＡＰ｢ojectでは、

これら３つの課題の解決に向けて、以下の3つの基

本方針を定めている。
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図２自家用乗用車の１日の利用距離

ａＥ－ＫＩＺＵＮＡＰ｢ojectによるEVの普及促進

さいたま市では、ＣＯ２の排出実態や自家用乗用車

の使用実態から、自家用乗用車の対策の必要'性を認

識するとともに、タウンユースでは充分な性能を備

えたＥＶをメーカー各社が市場に投入し始めたこと

を受け、走行時のＣＯ２排出鼠がゼロであるEVの普

及によって自家用乗用車のＣＯ２削減を図ることと

した。

そのＥＶ普及のための取組が、本稿の本題である

EV普及施策「Ｅ－ＫｌＺＵＮＡＰ｢oiect」である。

Ｅ－ＫｌＺＵＮＡの「E」は「EV」の「E」と「良い

(いい)」を表し、ＫｌＺＵＮＡは、本プロジェクトが

さいたま市だけではなく、民間企業や市民も含めた

多くのステークホルダーとの連携、すなわち「絆」

により推進するプロジェクトであることを表してい

る。

さいたま市ではEVの普及に３つの大きな課題が

あると認識している。

Ｅ－ＫｌＺＵＮＡＰ｢oiectにおける３つの基本方農

①充電セーフティネットの構築

②需要創出とインセンティブの付与

③地域需着型の啓発活動

これら３つの基本方針と、多くのステークホル

ダーとの連携、そしてEV普及に向けた多元的な

ネットワーク「E-KlZUNAサミットフォーラム」

について、紹介したい。

(1)充電セーフティネットの構築

ＥＶの課題の－つである「１回の充電での走行可

能距離の短さ」については、ＥＶそのものの性能向

上も必要だが、社会インフラとしての充電施設が面

的に整備されることが重要である。

現在、さいたま市内にはEVのためのパブリック

芯充電施設は、自動車販売店に５ヶ所あるといわれ

ている。これらはいずれも200Vの普通充電施設

である。

ユーザーが安心・`快適にＥＶを使用できるように

なるためには、面的に普通充電施設を充実させてい

くとともに、ガソリンスタンドに近い感覚で使える

急速充電器の設置も進めていく必要がある。

さいたま市では、平成22年度中を目途に１０の

区すべてに１カ所ずつ、合計１０ケ所の公共施設な

どに急速充電器を設置していく方針を固めており、

これが実現すれば面稲あたりの急速充電器の設置数

は、国内でも最高レベルになる貝込である。

また、来年度以降はユーザーによるEVの使用実

ＥＶ普及に立ちはだかる３つの課題

①１回の充電での走行可能距離が短い

②価格が高い

③一般ユーザーの認知度が低い

１回の充電で走行可能な距離の問題と価格の問題

については、様々な機会に論じられているので説明

を省くが、最後の一般ユーザーの認知度については

あまり馴染みがないかもしれないので補足する。

ＥＶは未だに「力がない」とか「ゆっくり走るも

の」といったイメージを持つユーザーが少なくな

い。
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態や、後述する国十交通省との連携による実証実験

の結果等に基づき、補助金制度などの支援策も講じ

ながら、普通充電器の面的な整備についても積極的

に推進していく。

が完了した時点で、最も多くのＥＶを公用車として

導入している政令指定都市になる貝込である。

公用車への率先導入

ＥＶカーシェアリング

タクシーへの導入促進

導入時の補助制度

駐車場での料金優遇など

区役所等公共施設への充電器の設置

商業施設、時間貸駐車場等民間施設への充

電器の設置

民間による充電施設整備に対する補助金

市・県域を越えた充電インフラネットワー

ク構築など
(3)地域密着型の啓発活動

ＥＶにとって３つ目の課題である「一般ユーザー

の認知度の低さ」については、市役所という基礎自

治体の持つ市民との距離の短さを活かし、積極的に

地域密着型の啓発活動を展開することで、ＥＶの良

さを知ってもらうとともに、「ＥＶ＝未来」という認

識から「ＥＶ＝今」という認識への転換を促すべく

取り組んでいる。

今年度は、小学校におけるEVを活用した環境教

育としての「EV教室モデル事業」をはじめ、試乗

会（図５）や各種イベントへの出展などを通じて、

のべ50万人以上の市民にEVを見たり、触れたりし

てもらう機会を設けていくことにしている。

(2)需要創出とインセンティブの付与

ＥＶの２つ目の課題である「価格の高さ」につい

ては、最終的なユーザーの満足度の向上、すなわ

ち、直接的な負担の軽減と、得られるメリットの増

加によって解決していきたいと考えている。

そのために初期需要の創出として公用車への積

極的な導入（図３）を進めるほか、新たな用途とし

てＥＶカーシェアリングの実証実験、様々な業態へ

の導入支援を実施するとともに、事業者を対象に１

台30万円の補助金を交付するなど（図４)、需要創

出とインセンティブの付与に努めている。

学校などでのEV教室の実施

ＥＶ試乗会

イベントでの展示

啓発品やロゴマークの制作など

－－〒△,_'-.~ﾆｰｰｰ竺一＝

＿￣＿ユーｆＹ－－－－－

図ＳＥV防犯パトロール車出発式（平成22年１月）

|露ｉｉ臺i鑪譲
Ｏ三菱自助車エ菜i-MiEv(車両本体価格398万円）

１７４万円

負担軽減

図４補助金の活用によるコストの軽減例

図ＳＥV試乗会（平成22年８月）

(4)多くのステークホルダーとの連携．､絆.．

公用車のEV導入については平成２１年度に導入し

た１０台に加え、平成２２年度に予定している導入

都市環境エネルギー第97号１９
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サミットでは、２県１８市の自治体首脳による発

表及び意見．情報交換を行い、ＥＶ普及に向けて広

域的な都市間ネットワークの構築を目指し、連携し

て取り組む意思を共有した「Ｅ－ＫｌＺＵＮＡサミット

取組方針」を採択した（図Ｂ)。

ＥＶの普及には、前述した３つの基本方針に基づ

く取組が大きく寄与すると考えられる。‐

しかし、これらの取組をいち自治体であるさいた

ま市だけで進めることはできず、そこには国や県、

市民に加え、民間企業や大学など様々なステークホ

ルダーとの連携、すなわち「絆」が必要となる（図

S)。
Ｅ－ＫｌＺＵＮＡサミット取組方金

①各地域に応じた協働によってEV用充電環境の

整備を推進し、その情報を収集し発信する。

②市民や地元企業等にEVの優れた特性を広く伝

えるため、ＥＶに関する情報の発信や直接触れ

る機会の創出に努める。

③ＥＶによる産業の振興や雇用の創出につなげる

ため、中小企業等について可能な限り育成や

連携を検討し、大学や企業間連携による研究．

開発の可能性についても検討する。

篝

］｜》三》｜房 鎌
図ｅ様々なステークホルダーとの絆（イメージ）

特にさいたま市は、ＥＶを開発し、既に市場に

展開している自動車メーカーと、プロジェクト開始

当初から連携を図Ｄ、各種取組を推進している（図

７)。

図Ｂ第１回E-KIZUNAサミットSOQjm百・口■①■FDO面含8ｔ

７G．KO2UIUAProl●CO漣定｣阿笛式･外向12名ｎｎ
－－

Ｔ■一一

Ｅ－ＫｌＺＵＮＡサミット参

ム
ロ

句
、
〃

埼玉県、神奈111県、横浜市、川崎市、仙台市、

千葉市、新潟市、浜松市、相模原市、宇都宮市、

前橋市、長野市、水戸市、つくば市、高崎市、

甲府市、松本市、藤沢市、横須賀市、さいたま

市２県１８市

日産自動車志賀ＣＯＤと

（平成２１年１１月）

富十雨Ｔ業小松副社長と

（平成２１年１２月）

jiiliiiHiiiilk また、サミットの取組方針を基に、平成22年５

月１３曰には国土交通大臣へ平成22年８月２０曰

には与党幹事長へそれぞれ提言醤を提出した（図

g)。

三菱自動車工業益子社長と

（平成22年１月）

図７ＥＶメーカーａ社の代表との協定締結式

(いずれも左側が各社代表、右側が清水市長）

(5)Ｅ－ＫｌＺＵＮＡサミットフォーラム

平成２２年４月２６日低炭素社会実現に向け、

ＥＶで安心・快適にどこへでもいける社会の実現を

目指し、自治体や関係企業の首脳等による意見・

情報交換を行う場として、清水市長が座長を務め、

｢第１回Ｅ－ＫｌＺＵＮＡサミットフォーラムinごいた

ま」を開催した。

前原同＋交通大臣へ枝野民主党幹事長へ

(平成22年５月１３曰）（平成22年８月２０日）

図ｇ国土交通大臣と与党幹寵長への提言窪提出

２０都市環境エネルギー第97号



４．国との連携

平成２２年度、さいたま市は国が公募した調査や

実証実験等の事業のうち、２事業において、その実

施地域として選定されている。

１つは国土交通省の「環境対応車を活用したまち

づくりに関する実証実験」で、ＥＶの充電環境につ

いて実証実験を予定している。

もう￣つは、環境省の「低炭素地域づくり面的対

策推進事業」であり、自家用乗用車から低炭素交通

への転換に関する事業の実施場所となっている。

サミットと同曰開催となったフォーラムでは、サ

ミット参加者に加え、関係企業１０社の首脳及び国

の3省が参加して、意見交換を行い、ＥＶに関する

事業に取り組む企業及び自治体が、３つの共通認識

のもと、多元的なネットワークの構築に向けて連携

協力していくことを宣言した「Ｅ－ＫｌＺＵＮＡフォー

ラム宣言」を採択した（図１０)。

①温室効果ガス排出量削減策として、ＥＶの普及

は自動車から排出される温室効果ガスの削減

のための最も優れた解決策の一つである。

②EVの普及は、新しい産業の育成や我が国の高

い技術力の維持と産業競争力の向上に寄与す

るものであり、環境技術立国を目指すうえで、

大変重要な取組である。

③EVの普及を促進するため、産業界や自治体が

互いに連携し、ＥＶの社会インフラ整備に取り

組み全国へ波及させていくことが重要である。

(1)国土交通省との連携

国土交通省との連携による実証実験では、ＥＶの

ために一般開放された充電施設が増加することで、

ユーザーによるEVの使い方や安心感にどのような

変化が生じるかを確認し、それによって市内にお

ける充電施設の適切な配置について検討する（図

１１)。

具体的芯内容としては、現在５ヶ所しかない＿般

開放された充電施設を、短期間に最大で４０ヶ所程

度まで増やし、３０台程度のEVの走行範囲やドライ

バーの安心感の変化をアンケート等で確認する予定

である。

￣＝－－－~~－－－．句~.~￣￣囮

i豪1i蕊W１ｒ－－
－岸 Eji！

yiY眼
〆
学

AEvの亀行｡ｸﾞが…藤さいた求市の突破イメージ

り図１０第１回Ｅ－ＫｌＺＵＮＡフォーラム

ジ）

皿困立■奴■田､俎駈◎公共瞳股肱皿坦

０面典崎股導駐車畑。その伯飾間貸駐ｎ用tＷ ｢三雲iii癖］Ｅ－ＫｌＺＵＮＡフォーラム参加団但

Ｒ産自動車株式会社、三菱自動車工業株式会社、

富士重工業株式会社、東京電力株式会社、株式

会社NTTデータ、住友三井オートサービス株式

会社、パーク２４株式会社、株式会社ヤマダ電

機、カルソニックカンセイ株式会社、クラリオ

ン株式会社、国土交通省、経済産業省、環境省、

サミット参加自治体３３団体（１０社3首２県

１８市）

図１１実証実験イメージ（国土交通省との連携）

(2)環境省との連携

環境省との連携による事業では、自家用乗用車に

依存した交通から低炭素交通への転換を促すため

に既存の公共交通に加え、ＥＶカーシェアリング

やコミュニティサイクルなど多様な交通手段を提供

したうえで、モビリテイマネジメントによって、そ

れらの利用促進を図る（図１２)。事業の柱となる

都市琿境エネルギー第97号２１



ＥＶカーシェアリングは、区役所の公用車の代替と

して利用するＥＶカーシェアリングを、地域の市民

や事業者が共同利用できるシステムを構築した場合

の二酸化炭素削減効果や運用ルール．決済方法等に

ついて検証を行う。

して速やかに着手できる部分で少しずつ実績を積ん

できた。

今後は、関係する企業や国、自治体との連携に

よって、充電サービスの充実やＥＶユーザー向けの

優遇策、さらには市・県域を越えた広域での充電

ネットワークの構築など、ＥＶを受け入れる社会の

実現を目指して、積極的に施策を展開していく予定

である。

最後に私見を添えることをお許しいただきたい。

メーカー各社による開発は、実用車としてのＥＶ

を市場に送り出すことに成功した。ガソリン車との

比較により様々な課題を指摘する声も多いが、市民

の自動車の使用状況等を分析すると、現状において

も自動車ユーザーの中に「EVの導入に適したユー

ザー」というセグメントが存在すると推察される。

地球温暖化対策の緊急性と卜茄のようなユーザー

の存在とを考慮すると、もはやEVの性能が向上す

るのを待つという段階ではなく、社会の方からＥＶ

を受け入れるために歩み寄るべきステージに来てい

．Ａご_曾乞ご塞鈩…鰯…,…
【モピリティ･マネジメント】公共文通.コミュニティサイ
クルカーシェアリング等.低炭秦又遇へと市民の

行動の臣化を促す⑪きかけを実臨

篭鰯`i､鍋『#

伽》⑰》 司宣■＝ティサイクル
公用ｎ.社用軍

利朗の効率化に

より．台敗･コスト

を閑減し､ＥＶへ

の代凹を検肘．

地域ごとの移酌手段とし

ての.ネプトワーケ恩レン

タサイケルを検肘

図１２頭業イメージ（環境省との連携）

5．おわりに

平成２１年１１月からスタートしたＥ－Ｋ１ＺＵＮＡ

Ｐ｢oiectだが、１年目は公用車へのEVの導入や区役

所への充電器設置、導入時の補助制度など、行政と るのではないだろうか。

２２都市環境エネルギー第97号



わが街づくり

｢曰本一の高密都市」豊島区の進める
低炭素都市づくりへの挑戦

常松洋介豊島区清掃環境部環境政策課長

１．はじめに

豊島区は、池袋駅を中心とした繁華街の顔と同時

に、日本一の人口密度を擁する住宅地としての顔を

持っている。豊島区の人ロは、マンション供給塁

の減少により増加スピードこそ若干は下がるもの

の、今後１０年程度は増加傾向が続くと予想されて

いる。こうした傾向は利便性が高く、生活しやすい

と評価されたためと考えられる。

これを、建物の床面積の用途別構成比の観点から

みるとマンションなどの共同住宅が大きく増加す

る一方、その他の用途は微増か、減少傾向にある。

このうち、事務所についてみると、増加がほとんど

見られない状況にある。

を果たし、持続可能な成長を続ける都市経営に尽く

す、という本区の取り組みに着目して紹介したい。

2．豊島区の都市づくりのための主芯計画

豊島区の目指すべき方向の－つは、より具体的に

次のように表現できる。

「未来の子どもたちに豊かな文化を創造し続ける

地域社会を引き継ぎ、曰本一の高密都市として地球

環境と生態系に対する責任を果たす」

このため、行政のあらゆる分野が連携するととも

に、各々の計画の中で目標を明確に定めている。以

下、代表的なものを列記してみよう。

（１）豊島区環境基本計画

平成２１年３月に策定した「豊島区環境基本計

画」は、２０５０年を見据えた高いCO2排出削減量

(2005年度比で2050年度までに70％、〈1990

年度比67％〉以上）の削減を目指すこととしてい

るほか、ヒートアイランド対策の重点を置いた都市

形成を図っている。また、緑地が少ないという地

域特性を踏まえ、「グリーンとしま再生」を目標に

様々な取り組みを進めている。

(2)池袋副都心整備ガイドプラン

環境基本計画で描いた都市像をより具体的に示

し、行政はもちろん民間による都市開発の指針とし

て示すのが、平成22年６月に策定された「池袋副

都心整備ガイドプラン」である。

豊島区では、区の新庁舎建設や池袋駅東西デッキ

整備と周辺まちづくりなどのプロジエクトが検討さ

れており、こうしたまちづくりに向けて区民や民間

の関係者と手を取り合い、池袋の個性を活かしなが

ら池袋副都心を築いていくための「将来イメージ」

を示したものである。
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こうした中で、豊島区は、都市の未来への信頼性

を高めるための取り組みを戦略的に展開していくこ

ととしている。本稿では、曰本や世界の都市を構成

する一員として、自覚と責任感を持って自らの責任
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このガイドプランでは池袋副都心を、三つのエリ

ア（池袋ターミナルエリア、東池袋エリア、にぎわ

い交流エリア）と－つの都市軸に区分し、その各々

について具体的なまちづくりの取り組みを示してい

る。

そして、この四つのエリア・軸について、次の四

つの重点行動目標に沿った取り組みをすることとし

ている。すなわち、①池袋駅とその周辺を再生する

②文化を創造・発信する③環境対策を率先する④交

流を育む舞台をつくる、の四つを「池袋のチャレン

ジ」としているのである。

(3)新庁舎整備基本計画

現在、実施設計段階まで進んでおり、本稿が読者

に届く時には若干、｜日間に属していると思うが、大

枠を示すものとして紹介したい。平成２１年１１月

に公表された新庁舎整備基本計画では、次の4つを

基本方針としている。

①区民自治の拠点機能の確立②防災拠点機能の強化

③区民サービスの向上④環境保全・自然エネルギー

の活用

先述したように、現在、実施設計の作業を進めて

いるが、この中心となるのが、環境デザイン計画に

ついては、隈研吾氏（建築家・東京大学教授)、ラ

ンドスケープ計画については、平賀達也氏（ランド

スケープアーキテクト）である。隈氏は、取り組む

にあたって、「池袋の良さは地_卜面での人の賑わい

である。最近の環境都市には、まとまったところで

人が地表を動くコンパクトシティが望まれている｡」

と意欲を語っており、その具体的な表現として、後

述する「エコヴェール」という新しい手法を提案し

ている。

３．目標の実現に向けての挑戦

豊島区の都市づくりに関する代表的な計画を紹介

したが、重要なキーワードが環境に置かれているこ

とが理解いただけたことと思う。

そこで、ここからは区の計画から少し離れるが、

先述した目標達成のために区が取り組んでいる環

境面での検討をご紹介したい。

本区では、前述した環境基本計画の中で、中期

目標としては、２０２５年度までに２００５年度比で

ＣＯ２を30％削減することとしている。池袋副都心

エリアは豊島区全体のＣＯ２排出蘂の3696を占めて

いる。こうした重要性を踏まえ、「池袋副都心整備

ガイドプラン」の中では、環境対策として次の取り

組みを掲げている。

○風と緑の道づくりやクールスポットの形成

○駅周辺への自動車流入の抑制や次世代型路面電車

等の公共交通システムの導入

○地域冷暖房供給エリアの拡大や豊島清掃工場の排

熱利用

○環境ムーブメントを拡げ、多様な主体による低炭

素都市づくＤ

これらの中でも、豊島区に特徴的と思われるの

２４都市環境エネルギー第９７号



断する必要があり、このルート・工法について具体

的芯検討が必要となる。

(2)低炭素都市づくりガイドラインの活用

こうした課題を整理するため、今年度、国土交通

省の「先導的都市環境形成促進事業補助金」を活用

して、需要遥調査や工法に関する概算額などの基礎

調査を行うこととしている。

この豊島清掃工場の排熱活用にあたっては、先般

公表された「低炭素都市づくりガイドライン」を活

用して、環境への寄与について試算している。

本区は、低炭素都市推進協議会に加盟しており、

平成22年２月に北九州市で開催された同協議会の

｢都市・地域の低炭素化推進ＷＧ」第３回会合で、

ガイドライン作成のためのケーススタディとして発

表した。このケーススタディは、ガイドラインの手

法に従い、各種取り組みをした場合のCO2削減効果

を算定したものである。この際には、概数ではある

ものの池袋副都心エリアで、排熱利用をはじめとす

る各種施策に取り組んだ場合、142,000tCO2／

年の削減ポテンシャルがあるとの結果を得た。これ

は当該エリアの25％削減ということである。

今後、清掃工場の排熱活用の基礎調査などを経

て、より正確性のある前提を用いて、「低炭素都市

づくりガイドライン」の手法を活用してCO2排出削

減ポテンシャルを予測し、地域に公表することで区

民・民間の主体的な取り組みへのモチベーションの

向上を図りたい。

(3)風と緑の道づくりやクールスポットの形成

これまで見てきたのは、CO2削減を図ｂ低炭素型

の都市づくりをすすめるということであるが、都市

型の環境問題としてもう一つの課題はヒートアイラ

ンド対策をいかに進めるかである。都市の快適１性は

もちろん、今年のような猛暑の場合は、生命の危険

にも繋がる喫緊の課題である。

「池袋副都心整備ガイドプラン」では．池袋駅の

東口から文京区に向かう４車線道路であるグリーン

大通り、また池袋駅西□から練馬区方面に向かう４

車線道路のアゼリア通りを、池袋の都市軸と位置づ

け、文京区との区界に近い雑司ケ谷霊園をクールス

ポットと位置づけ、この池袋の都市軸の緑化を一層

豊かなものとすることで「風と緑の道づくり」を進

几宙一クール又承プト゛

し'屈邑nqdFa的

竝工冷ＢＢＦ只迫エリア

ﾖ9拐工昭の獅佃利用

■、

lま、「地域冷暖房供給エリアの拡大と豊島清掃工場

の排熱利用」である。豊島清掃工場は、池袋駅の北

に約600ｍの場所にある。池袋駅周辺の繁華街に

熱供給をするためには、非常に恵まれた立地である

といえる。

(1)清掃工場排熱の活用に向けた検討

すでに豊島清掃工場内には、１３０℃の高温水を

外部に供給できる配管がされている。こうした有利

な面がありながら、課題も残っている。

実際に地域冷暖房として熱を活用することになれ

ば蒸気での供給が期待される。既存の地域冷暖房に

熱を供給する際には、清掃工場側と既存ＤＨＣ側の

蒸気の水質等が一致しないことも考えられ、熱の交

換装置も詳細に検討されなければならない。

また、現在、豊島清掃工場では熱の一部を発電

タービンに活用しており、熱供給に排熱を活用する

場合、どれだけの熱を活用できるのかを検討する必

要がある。例えば、発電を中止し、すべてを熱とし

て活用するケースや、発亀を所内利用分に限定する

ケースなどが考えられる。

さらには、熱供給をする場合に、需要の確保がさ

れなければならない。地域冷暖房はランニングコス

トの面から需要家が遼巡することもあり、安定した

事業運営のためには熱需要の見込みを持たなければ

ならない。清掃工場は24時間焼却作業をしており、

微変動はあるものの昼夜を通して一定の熱エネル

ギーの供給が可能であり、こうした清掃工場の特徴

を活かした熱供給の仕組みを構築していくことが望

ましい。

もう一つの課題として、需要地となる市街地に排

熱を供給するためには、なんらかの方法で鉄道を横

都市環境エネルギー第97号２５



建物の顔、ファサードを構成するものである。緑の

葉っぱのようなものに守られており、歩行者にも快

適な歩行空間が作られることになる。

また、今回の計画では、１０階の屋上庭園を子ど

も達に歩いてもらうことで、豊島区の標高差に合わ

せた貴重な緑や生態をみんなで育んで、学び、継承

していくことができないか、考えている。豊島区に

残された貴重な緑や豊島区の環境について考えても

らうひとつのきっかけとして、庁舎の屋上の緑を考

えていけないか、という思いのもとデザインされて

いるのである。
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4．終わりに

以上、豊島区の都市づくりにおける環境対策から

の挑戦の一部をご紹介させていただいた。３１校あ

る区立のすべての小中学校に合計1万本の苗木を植

えた「学校の森づくり」など、他にもご紹介したい

取り組みも数多いが、それらについては、ぜひ本区

のＨＰなどをご覧いただきたい。相互の取り組みが

切蹉琢磨して、次世代にすばらしい環境を残せるよ

う、各自治体と知恵比べをしていきたいと願ってい

めることとしている。

こうしたことと合わせて、新庁舎建設を機会に

新庁舎の緑化を進め、緑の連続性を一層強めていく

こととしている。そこで期待されるのが、先述した

｢エコヴェール」である。

これは、樹木のような建築物を全体のテーマとし

て掲げ、樹木のリーフのように多様な機能をもち、

２１世紀の超高層建築に相応しい新しいシンボルを

作るということがデザインのテーマとなっている。

図式的に表わすと左側の大樹の葉っぱのように、 る。
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わが街づくり

曰本において最初の温水供給事業

小名浜配湯株式会社

の要望が曰本化成株式会社に出されました。更には

昭和４２年に市、地元の商工会議所、観光協会、漁

業組合、旅館組合等が中心となり配湯会社設立準備

委員会が結成され、温水の地域供給への実現に向け

て強力な運動を展開しました。

地元からの強い要請を受けた曰本化成株式会社の

前向きな検討の結果、当時新規に稼動したコークス

製造設備から発生するコークス炉の保有熱璽の利用

が、エネルギー源として最適であると判断し、冷却

源を海水から淡水に切替えることにより、質、翼と

もに安定した温水の確保が可能との結論に達しまし

た。

事業の展開には－部経済的リスクを残すところも

ありましたが、地域社会との共存共栄の観点から要

請に応えるべきと決断し、地域の方々と企業による

共同出資の会社設立にいたりました。

平成１１年４月、コークス製造設備の操業停止に

伴い、同年５月よりその代替熱源として曰本化成株

式会社の工業薬品製造工場の排熱の有効利用により

現在事業を継続しています。

１．はじめに

ローカルエネルギーの開発及び実用化は、各方面

において進められているところですが、当社はいわ

き市小名浜地区において、化学工場の排熱を利用し

た温水の供給事業を行っています。

本事業設備は、地域が一体となって推進体制をつ

くり、地域振興の一環と市民福祉のため、工場の余

排熱を有効利用したいという熱意と、この要請を受

けた曰本化成株式会社（当時の曰本水素株式会社）

の協力により事業化されました。

本来、化学工業の－面は熱の有効システム化とも

言えますが、工場内の熱源を回収し、温水として市

街地の集中熱供給事業としたところに特徴がありま

す。

なお、本システムによる供給事業は、昭和４５年

(７０）２月に稼動し、日本においては最初のもの

です。

２．事業発足の経緯

当小名浜地区では、早くから地域振興と市民福祉

のため地域給湯の計画があり、旅館組合、観光協会

が主体となり１０数kｍ北部の湯本温泉より温泉を

導入する計画を立案、具体的な検討と運動が行われ

ました。

しかしながら、経済問題と湯本温泉旅館業界の強

い反対で断念せざるを得ませんでした。

変わって注目をされたのが臨海工業地帯の排熱

で、昭和40年に小名浜地区の商工会議所と、観光

協会が中心となり工場の余熱エネルギーを地域に還

元し、地域開発と福祉の向上にご協力を願いたいと

※当社は曰本化成株式会社より温水を購入し、事

業を行っております。

・会社設立昭和44年３月

・工事完成昭和44年１２月（工期９ヶ月）

・供給開始昭和４５年２月

・事業の許可昭和４７年１２月

供給区域は、小名浜地区中心街の住宅密集地で、

東西１５kｍ、南北０６kｍ、面稲はおよそgoヘク

タール（２７万坪）です。
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小名浜配湯供給エリア
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3．熱供給システム

１）温水の製造工程

温水の熱源は、日本化成株式会社小名浜工場の工

業薬品設備において発生する保有熱量です。

この冷却熱源には良質の工業用水を使用してお

り、温水に生まれ変わります。

温水は源湯タンクより濾過器に送られて清浄化さ

れ、貯湯槽に蓄えられます。

皿

配湯の製造プロセス

E=nQj 1戸

□澱繍臘鰯雲､
函

２）供給区域と工程

温水は、塩素殺菌処置を施されて、日本化成株式

会社小名浜工場内の送湯ポンプにより各需要家へ供

給されます。

送湯は小名浜市街地を東西に往路1管路、復路２

管路のループ方式形成し温水を常時循環し、温度と

濁度の管理を行っています。更には温度保持（需要

家到達温度50度目標）のため末端での－部放流を

行っています。

!w1国mlLⅢqWq軌､卿暉悪繩轆霊f蕊蕊fVH鰯鰕Ｐ

配湯プロセス
Ⅱ｢ iｈ

理

4．供給事業の経緯と現状

1）利用状況

当社の温水は、水道水並みの水質の維持に努めて

います。従って飲料用以外の入浴、食器洗い、洗

濯、器物の洗糠等に広く利用されています。

需要家は、一般家庭を主力として、旅館、ホテ

お客様使用沮唾低下防止のため一大且の財田

～も途中のブロー
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５．今後の課題

当社は、昭和４５年に温水供給を開始して以来、

４０年を経過しておりさまざまな課題を抱えていま

す。

平成１１年のコークス製造設備停止時の熱源切替

に伴い、現状に即した給湯料金の値上げを行い事業

の継続をしてきましたが、その後も、需要家の減少

による売上減少に歯止めがかからず、設備の老朽化

による補修愛用が増大化の傾向にあります。

また、源湯の製造管理は、日本化成株式会社にて

行われておりますが、生産量は工業薬品工場の操業

条件に左右されます。そのため、特に冬期|こおける

ピーク時は、バックアップ熱源の温水製造器が必要

となり、その燃料コスト負担も増大しています。

ル、飲食店、理美容店、浴場、病院の施設等と多方

面に利用されています。

①当社の温水の特徴

イ）水道水と同じよう|こいつでも蛇ロをひねれば

使える。

□）温水製造の熱源設備を設置することがないた

め、維持管理を必要とせず、またそのため火災

の心配がない。

２）事業の経緯

①温水の便利さと営業努力もあって供給開始とと

もに年々増加をたどり、昭和６１年（,Be）度には

ピークを示しましたが、その後、利用者の供給区域

外への転出（郊外へのマイホームの新築)、店舗等

の閉店による市内の空洞化、エコ給湯への切替など

により、需要家の減少が続いており、温水の売上も

年々減少しています。

・昭和４５年６８４戸（スタート時）

・昭和６１年１，Ｂ１０戸（ピーク時）

・平成２１年1,172戸

以上
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建設レポート

大阪駅北地区熱供給施設

株式会社大林組

１．はじめに

「都心に残された最後の一等地」といわれてきた、

大阪駅北地区。ここに、２０１１年春、西曰本最大

の交通ターミナル「ＪＲ大阪駅」に直結する「ノー

スゲートビル」がオープンする。

「ノースゲートビル」は、大阪ターミナルビル株

式会社、西曰本旅客鉄道株式会社が事業主体となり

進めてきた「大阪駅開発プ□ジェクト」の一角を担

うビルで、駅、オフィス、百貨店、ショッピングセ

ンター、シネマコンプレックス、フィットネスなど

の機能が集約した、廷床面積約２１万ｍ2の複合ビル

である。ノースゲートビルには、西梅田再開発地区

を供給区域としている大阪エネルギーサービス株式

会社の第２プラントが新たに設置され、ノースゲー

トビルならびに駅施設の一部に熱供給を行う。ノー

スゲートビルならびに第２プラントの施設概要は以

下の通り。

ノースゲートピル駅施設の建物概要

事業者西日本旅客鉄道株式会社・

大阪ターミナルビル株式会社

所在地大阪市北区梅田３丁目

階数地上２８階、地下３階

主要用途駅・百貨店・専門店・オフィス・映
画館

延床面稲約２１００００，２

最高高さ約１５０ｍ

第２プラント熱源設備概要

事業者大阪エネルギーサービス株式会社
基本設計・監修株式会社三菱地所設計
実施設計ジエイアール西曰本コンサルタン

ツ・大林組設計共同体

施工大林・大鉄・竹中・銭高・淺沼工事
共同体

供給延床面稿約２２４０００，２

冷熱源容囮１０．４B4RT

温熱源容湿１５．４３０kＷ

ＪＲ大阪駅、ノースゲートビル全景

綴擾

図１梅田再開発地区供給エリア図

第２プラントは、ガス・電気システムで全国

ＮＯ１のシステムＣＯＰを目指し、様々な省エネ技術

が統合的に計画された地域冷暖房設備である。本稿

では第２プラントの施設計画、ならびに熱源システ

ム概要を紹介する。
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2．施設計画

大阪エネルギーサービス株式会社の供給エリアを

図１に示す。本エリアの西側エリア（西梅田再開発

地区：供給延べ床面積約１６９０００，２）を第１プラ

ントが受け持っており、平成3年より供給を行って

いる。

今回、「大阪駅開発プロジェクト」に合わせて新

たに建設される第２プラントは、ノースゲートビ

ルの１３階に設置され、大阪駅北地区（ノースゲー

トビルおよびＪＲ大阪駅の－部：供給延べ床面積

224000,2）に熱供給を行う。

第１プラントと第２プラントは、光ケーブルにて

プラント間ネットワークが構築され、第１プラント

の監視室より第２プラントの遠隔運転･監視を行う。

冷却塔は第２プラントの直上階である屋上に設置

する。

プラントの振動・騒音が下階へ伝搬しないよう熱

源機器・配管等に防振対策を講ずるだけでなく、熱

源機械室の床は全面的に浮床工法を採用するなどの

対策が講じられている。また、将来１３階へ機器を

搬入するためのクレーン設置ヤードを設けるなど、

将来の機器更新に対しても配慮した計画としてい

る。

冷温水発生機ａｇＯＯｋＷｘ５台

温水ボイラ４６５ｋＷ×２台

以上温熱源合計１５４３０kＷ

(温熱源）

熱源の構成としては、高効率ターボ冷凍機、吸収

式冷温水機をベースに、a600RThの氷蓄熱槽や

インバータターボ冷凍機、温水ボイラを備えること

で、ピーク需要や部分負荷需要に柔軟に対応できる

よう計画されている。

冷却塔は低層棟の屋上部分に設置するため、意

匠・構造計画との整合性に配慮し、集合式の大型冷

却塔ではなく、各冷凍機と１対1の業務用冷却塔を

採用している。

4．採用されている省エネ手法

採用されている主な省エネ手法は以下の通りであ

る。

①熱媒週流量制御システム

冷水ポンプの最大流量を冷水温度差の変動に反

比例させて冷凍機の定格流量以上の流量を制御

(１５０％を上限）するとともに、冷凍機も１５０％

流量に対応させることができるシステムとする。流

量は１００％以下に制御することもできる。

小負荷時に冷水返り温度が設計値に保持されない

場合、冷水潟層善が設計値より減少するため、冷水

流量が設計値より過大に変動する。このような場合

ａ熱源システム

熱源概要を表]に、熱源システム図を図２に示す。

なお、本熱源システムは株式会社三菱地所設計の基

本設計に基づき計画されている。

熱源容量吸収式冷温水機ｌ０００ＲＴｘ５台

（冷熱源）熱媒過流量制御ターボ冷凍機ｌＯＯＯＲＴ

ｘ２台

熱媒過流量制御インバータターボ冷

凍機５００ＲＴｘ２台

氷蓄熱槽ａＳＯＯＲＴｈｘ２台

ブラインターボ冷凍機

（追掛時447RT/製氷時Ｓ６ｇＲＴ）
×２台

追掛用熱交換器４１８ＲＴｘ２台

放熱用熱交換器Ｂ２５ＲＴｘ２台

以上冷熱源合計１０４B４ＲＴ
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図２熱源システム検討図

においても熱媒過流量制御システムにより冷凍機の

増段を抑制することができ、システムＣＯＰを改善

させることができる。（株式会ﾈ+三菱地所設計特許

取得済み）

③冷凍機の最適台数分割

小負荷に対応した冷凍機を設置することにより、

冷熱負荷特性に追従した効率の高い熱源システムを

構築するもの。熱媒過流量制御システムと相まっ

て、期待通りの効果が得られる。

④インバータターボの最適運転

従来の固定速ターボ冷凍機に比べて、部分負荷時

に飛躍的に効率が高い特性を有するインバータター

ボ冷凍機を採用する。さらに固定速ターボ、熱媒

過流量制御システム、氷蓄熱システムとの組み合わ

せにより最適運転制御を目指す。

②冷却塔最適運用システム

インバータターボ冷凍機用冷却塔を冬期、中間期

に吸収式冷温水機用の大型冷却塔（約３倍の能力）

に切替え通水することで、冷却水出□温度を効率よ

く下げ、インバータターボ冷凍機のＣＯＰを向上さ

せる。（株式会社三菱地所設計特許申請済み）

三。
「０．……｡…･･･

由ママ①ｑ①■。□●●●●●●）

》⑤⑤●句》
一〈

《８０斗

６．．｡｡．．.｡｡｡･･･－．．．｡－－－－．ｵ

グヘ

ｂ０－ｂ■U●pUO-■0●DO4S｡｡－ C－□Ｏ００ＱＵ■■■■■Ｐｃ０ＧＢ０－いけ

一｡GOSOOOUＧ０印｡｡ｳ●￣□｡ □
lOOORT

Iｿt収大治iLl水枕

帝｡錨市｡錨
５０ORT

ターボ冷噸機

ＩＯＯＯＨＴ5001(１

吸収大治i且水槐ターボ冷凍機 l;ﾙｰｱＲｉｲ低武システム２５ルーノシステム

３２都市環境エネルギー第97号



⑤冷水変流量1ポンプ方式

変流量制御対応冷凍機と１ポンプ変流量システム

により、２ポンプシステムよりも高い効率を目指す

もの。

⑥冷却水変流量制御

冷却水ポンプの消費電力と冷凍機消費電力の合計

が最も少なく芯るよう、最適な冷却水流量を求め、

冷却水量を変流壁制御するもの。

⑦冷却塔ファン変風量制御

ファン動力を低減させるとともに、年間を通して

冷却水出ロ温度の安定制御を行うことで、システム

ＣＯＰの向上を目指すもの。

③建築計画との整合

最上階に設置されているというプラント配置の特

色を生かし、冷却水ポンプ動力、熱源機械室用換気

ファン動力の削減を目指すもの。

冷却塔は第２プラント直卜階の屋上に設置されて

おり、ポンプ揚程が小さて済むため、冷却水ポンプ

の消費電力が低減できる。

また、第２プラント機械室の壁が南北2面が外部

に面しているという平面上の特色を生かし、有圧扇

＋デリベントで機械室の換気を行うことで、フアン

静圧が小さて済み、換気ファン動力が削減できる。

５．おわりに

現在はメインプラントの本格的な工事を終え、

２０１１年春の供給開始に向けて、設計・施工・運

転管理が一体となって、試運転調整・最適な運転方

法の検討が重ねられているところである。

今後の予定としては、供給開始後1年間の運用を

通じて、技術的な検証・省エネ運転を行う上での課

題の抽出を行い、その結果をもとに、より統合され

た優れた熱源システムの運用を実現してゆく予定で

ある。

(文貴島潔）
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一海外I情報一

スイスにおける木質バイオマス
エネルギー利用の今

滝川菫環境ジャーナリスト

スイスの熱エネルギー消費量の8％を担う木質バイオマスエネルギーは、地域経済や林業を活性化させ、技

術的にも成熟した再生可能エネルギー増産の即戦力として、長年に亘Ｄ促進されてきた。地域暖房の普及が進

み、ポテンシャルの半分が出し尽くされた今日限りある資源を有効に使うために、より効率の高い設備作り

と建物の省エネルギー化に力が入れられている。本稿では、スイスにおける木質バイオマスエネルギーの利用

や促進政策について、地域暖房の事例に焦点を当てながら報告する。

●最も身近な再生可能エネルギー源

スイスは中央ヨーロッパにある人口７５０万人の

九州ほどの大きさの国で、豊かな水資源と森林資

源を持つ。とはいえ、国土に占める森林面積の割

合は日本の半分の30％に過ぎない。そのスイスの

２００９年度の最終エネルギー消費量に占める再生

可能エネルギーの割合は18996゜中でも４］％を

占める木質バイオマスは、水力に次いで消費蕊が最

も多い再生可能エネルギー源となっている。熱エネ

ルギーの分野だけを見ると、木質バイオマスは８％

を占めている。

この数字からも分かるようにスイスの人にとっ

て「木のエネルギー」は暮らしの中で最も身近な再

生可能エネルギー源である。そして現代的な「木の

エネルギー」利用は、この２０年間、社会の丁司、

ジー的な関心の高まりと、クリーンな燃焼技術、そ

して自動燃焼技術の成熟を背景として勢い良＜普及

してきた。

エネルギー庁の統計によると、２００８年度には全

国で６７７万台の木質バイオマスエネルギー設備が

運転されている。うち６５２万台が薪のストーブや

ボイラーなどで、木の消費量は年１４７万ｍ3．対し

てチップポイラーの数は９６３１台導入されており、

木の消費量は年１５４７万ｍ3になっている。１５万

台を数えるペレット燃焼装置も増加傾向にあるとは

いえ、依然として薪とチップがスイスでは木質パイ

オマスエネルギーの主役である。

地域暖房で使われるのはチップポイラーだが、

チップの供給網は基本的に自治体の単位で、通常は

直径が最大でも30kｍの範囲で構築されている。こ

の供給網は全国を面的に覆っており、通年して燃料

の安定供給が確保されている。

●安定価格の魅力

スイスが木質バイオマスエネルギーの利用を進め

る政治的な理由は、ＣＯ２排出量と化石エネルギーへ

の依存を減らし、森林の健康と林業の収入を増進さ

せ、そして進歩的技術への投資により地域に職場を

創出すること、とまとめられるだろう。

だが今日経済的に見ても木質バイオマスエネル

ギーを選ぶ理由は十分に整ってきている。設備投資

と燃料費、運転費を含んだ総コスト計算では、良

好なチップボイラー設備では１ｋＷｈの熱を約１５～

１アラッペン（１２３～１４円）で生産でき、化石

熱源やヒートポンプと競争できる範囲に入りつつあ

る。

また木質バイオマスによる地域暖房は熱価格が安

定しているのが魅力だ。理由は、地域暖房の運営者

とチップ納入者との間で約20年間の固定価格での

燃料納入契約が結ばれていること、また同様に地

域暖房の運営者と熱利用者の間でも20年間の熱利

用・価格契約が結ばれていることにある。
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また地域経済全体の視点から見ても、木質バイオ

マスエネルギーに支払われるお金は地元の林業や産

業を潤し、地方自治体の税収入を増やすことが実証

されている。こういった理由からも、例え今曰の時

点で木質バイオマス熱源の熱生産コストが化石熱源

よりもやや割高であっても、施主は木質バイオマス

に決めるケースが多い。

している三つのモデルを具体例を交えながら紹介し

よう。

★モデル１：地方の公共建築型

スイスの森林の７０％は自治体の所有である。そ

のため多くの自治体では、地域の森の低質材を活

用して林業収入を増やすために、２０年前より公

共建築にチップボイラーを導入してきた。今でも

７０ｋＷ以上のチップボイラーの大半が公共建築に

納入されている。地域暖房では、学校や高齢者ホー

ム、庁舎、消防署といった自治体の公共建築を繋い

だ骨組みを作り、その間にある商業施設や集合住宅

などにも熱供給を行うというのが基本形で、自治体

自身が運営を行うケースも少なくなかった｡

多くの自治体で第一世代のチップボイラーが交換

期を迎えている今曰。設備更新にあたって、民間の

エネルギー会社が設備を設計・購入・運営する「コ

ントラクティング」サービスを利用する自治体が増

えてきている。また、農家が副収入源としてこのよ

うなタイプの地域暖房ビジネスに参入する例も増え

ている。農家の敷地にチップボイラーとサイロを建

設し、そこから村の建物に熱供給網を敷設して、熱

を販売するというモデルである。

●助成制度と利用促進

木質バイオマスの燃焼設備は２０年来、国や州か

らとりわけ多くの助成金を受けてきた。２０００～

２０ＯＢ年に国と州により助成金が出された１８の項

目のうち、助成総額が最も大きい項目が大小の木質

バイオマスの燃焼設備になっている。同時に、化石

燃料の代替量も地域に誘発した投資額も一番大き

い。

しかし、２００８年から国と州のエネルギー政策

の重点は、明確に建物の省エネルギー化に移った。

それ以来、助成総額は大きな順から、既存建築の断

熱改修、高度な省エネ基準を満たす新築、ソーラー

温水器と太陽光発電、そして木質自動燃焼装置と続

いている。

スイスでは州ごとに再生可能熱源への助成プロ

グラムが異なるが、トウールガウ州を例にとると、

７０ｋＷ以上の自動燃焼設備で煤塵排出量の小さな

設備を対象として、設備投資の１０～１５％程度を

助成している。ほかにも、既存の建物を木質バイオ

マスや排熱を熱源とする地域暖房に接続する場合に

も助成を行っている。また興味深いのは、質の高い

地域暖房プロジェクトを作るために事前調査書の

作成費用の3分２を助成している点である。

このほか「木質バイオマスエネルギー協会」によ

る３０年来の促進活動も、木のエネルギーの普及に

大きく貢献している。この団体は国から委託を受け

て、中立の立場から自治体、施主、企業への専門的

な情報提供やアドバイスを行い啓蒙活動や設備の

品質管理にも尽力している。

事例：メルヒナウ村の震家型地域暖房

人口１５００人のメルヒナウ村では、農家組合所

有のチーズエ場の灯油熱源の交換をきっかけとし

て､村の農家4家族が独自に地域暖房の会社を設立。

２００９年より７００ｋＷのチップボイラーでチーズ工

場と村の30棟の建物を地域暖房する。地域暖房セ

ンターはチーズ工場の敷地内に建てられ、そこか

11''1;ｌｌ１ＩＩ籔蕊：●上手く機能している地域暖房のモデル

スイスでも様々なタイプの木質バイオマスを用い

た地域暖房が行なわれているが、中でも上手く機能 メルヒナウ村・メルヒナウ地域暖房センター
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ら１７kｍの配管でチーズエ場のほかにも村の公共

建築（学校・高齢者介謹施設・幼稚園)、商業施設

(銀行・レストラン)、住宅（団地・マンション・戸

立て）などに通年して暖房・給湯の熱を供給する。

技術面では暖房センターの屋根に７０，２のソー

ラー温水器を設置しているのが興味深い。主に夏場

の給湯をサポートするのが目的で、それにより一年

で３５００リットルの灯油に相当するチップ量を節

約できる。ソーラー温水器とチップポイラーを組み

合わせた地域暖房はまだ少ないが、理想的なコンビ

ネーションとして注目されている。さらに排ガスコ

ンデンサーを設置して排熱の１５～１８％を回収、

チップ消費鑓の節約につなげている。同施設のチッ

プ消費量は年２７８０，３、CO2削減量は年５５０トン

である。

ヴィンタトウール市・地域暖房センター

減量は年3300トンだ。

ヴィンタトウール市には木質バイオマス地域暖

房の指定地区が計4箇所あり、うち2箇所はまだ計

画・建設中である。これらが運転し始めると市の森

林チップのキャパシティがほぼ達成される。その時

には、まとまった量のチップを必用とする地域暖房

を増やすことはできなくなるが、建物単位での木質

バイオマス設備はまだ増やしていくことができると

いう。

★モデル２：自治体のエネルギー供給計画型

スイスでは先進的なエネルギー政策を持つ自治体

では、エネルギー供給計画が実施されている。エネ

ルギー供給計画では、自治体の地図の上に、木質バ

イオマス、下水熱、排熱利用などに適した地域を指

定。建設条例の中で、施主が新築や熱源交換を行な

う際に、指定熱源の利用を義務付けるものである。

木質バイオマスに関しては、排気、騒音、風向き、

交通などの視点から適正地を選んでいる。

★モデル３：ごみ焼却場の中の木質バイオマス発電

設備

スイスの木質バイオマスエネルギー利用量の

９６％は熱であり、電力は僅か4％に過ぎない。エ

ネルギー庁のバイオマス担当者ブルーノ・グッギス

ベルグさんは、スイスでの木質バイオマス発電の可

能性についてこう語る。

「アルプス地方の林業の規模は小さく、大きな熱

利用者も限られていますから、北欧で見られるよう

な木質大型発電所はスイスでは不可能です。しかし

中規模（１０～４０ＭＷ）の発電所は５～１５基作

れるでしょう｡」

現在スイスの6箇所で木質バイオマス発電設備が

運転されている。そして１０以上のプ□ジェクトが

計画中である。その背景には２００９年１月にスター

トした全種類の再生可能電力の固定価格實取制度が

ある。それにより、木質バイオマス発電の経済性が

取れるようになったため、急激にプロジェクト数が

増えたのだ。しかしその多くは計画段階で困難を抱

事例：ヴィンタトウール市のゲルン地区

人□１０万人のヴィンタトウール市のゲルン地区

は敷地１０万ｍ2の新興住宅地で、市のエネルギー

供給計画で木質バイオマス指定地域となっている。

２００２年に運転開始したゲルン地区の地域暖房セ

ンターを運営するのは市営の水道．ゴミ．エネル

ギー公社だ。

地域暖房センターは、ゲルン地区に隣接する工

場地帯にある製材所の敷地に建てられ、そこから

2ＭＷのチップボイラーと１ｋｍの配熱管により、

680世帯の住宅と製材所に通年して熱供給を行う。

同設備では近年、排ガスコンデンサーとエレクトロ

フィルターを設置することで、年gOOm3のチップ

を節約し、２０１７年の煤塵規制値である２０ｍｇ/ｍ３

もクリアした。チップ消費量はＢ７５０ｍ３、ＣＯ２削

３６都市環境エネルギー第97号



えている。

困難の理由は三つある。－つ目は固定価格貢取制

度を受ける条件として、6096以上の総エネルギー

利用率が求められること。これを満たすためには、

木質発電設備は熱利用を中心に設計されなくてはな

らない。だが通年して大量の熱消費者がある立地は

限られている。スイスは国の「バイオマス戦略」の

中て、限りある資源を無駄なく効率高＜利用するこ

とを目指しており、そういった姿勢がこの買取条件

に反映されている。

二つ目の理由は．大量の安いチップを必要とする

大規模な木質発電設備では、輸送距離を大きく伸ば

さずにはチップ資源の確保が難しくなってきている

こと。三つ目の理由は、新設の大型発電設備には、

トラック交通の増加、騒音、煤塵や排気に対して、

地域住民の反対が大きいことである。

こういった問題をクリアしやすいモデルが、都市

部でのゴミ焼却所に内蔵された中規模の木質バイオ

マス発電設備である。スイスはゴミ焼却所の排熱利

用を義務付けており、２９箇所の全てのゴミ焼却所

で発電、うち２６箇所で地域暖房が行なわれている。

こういったゴミ焼却所に既にある地域暖房や発電．

煙突・人材・建物や敷地．道路といった要素を、木

質バイオマス発電・地域暖房にも共用するというの

がこのモデルだ。

このような木質発電所はバーゼル市で２００８年

から運転されているが、現在ベルン市、チューリッ

ヒ市でも建設中、ルツェルン市では計画中である。

これらの都市では、熱と電力の供給に占める再生可

能エネルギーの割合を出来る限り高めていくことを

政策目標に掲げており、そういった政策を受けて市

営エネルギー会社がこのようなプロジエクトに取り

組んでいる。

バーゼル市・木質バイオ設備を内蔵するゴミ焼却場

木質バイオマスが１１８９６、ガスが44696を担っ

ている。

｜ＷＢ社の木質バイオマス発電所は、人□７０万

人地帯のゴミを処理する施設の中にあり、出力

３０ＭＷのチップポイラーが3台のゴミ焼却炉の隣

に据えられている。このチップボイラーが作る年

１４ＧＷhの電力は国の固定価格買取制度を利用して

売電、１２５ＧＷhの熱は地域暖房網に供給する。熱

需要の少ない夏の間はゴミ発電の熱だけで足りるた

め、チップボイラーの運転はストップしている。熱

と電気を両方あわせた木質バイオマスの総エネル

ギー利用率はB4％と良好だ。

｜ＷＢ社ではプ□ジエクト計画時に、１８２の自治

体と民間の森林所有者と１０年間の納入契約を交わ

し、チップの供給を確保した。森林所有者はラウリ

カ森林㈱を設立し、チップの□ジスティックを担

当する。またラウリカ森林㈱は木質発電所の資金

５１％を出資している。１０年間の納入契約は短い

が、より高い価格でのチップ販売を望む森林所有者

たちは、これ以上長い契約を認めなかったための妥

協策であるという。チップの産地は周辺地域を中心

としているが、最も遠い地域では５０kｍ離れてい

る。

事例：バーゼル・シュタット州営エネルギー会社の

木質バイオマス発電所

バーゼル・シュタット州営エネルギー会社（後、

1ＷＢ社）は、同州の電力供給・地域暖房・ゴミ処

理・水道を運営する。人口１７万人の都市バーゼル

を覆う|ＷＢ社の地域暖房網は、長さ２００kｍ、接

続件数は４万棟に及ぶ。その熱源はゴミが４３７％、

●その他の促進対策～規制とインセンティブ

次にこういった利用の背景にあるスイスの気

候・エネルギー政策に目を向けてみよう。スイス

は１９９０年より、１０年ごとに国のエネルギー政策
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の数値目標を立て、それを達成するための行動計画

を、国・州・産業のパートナーシップに基いて実施

してきた。

現在実施されている「エネルギー・シュバイツ」

ては、熱分野（暖房・給湯・工業熱）では２０１０

年までに１５％のCO2排出量削減、３％の再生可能

熱の増産を目標としており、達成できる見込みであ

る。また2020年までには、CO2の国内削減量に

ついては－２０％、再生可能エネルギーの増産につ

いては今曰の生産量の＋５０％を目指している。

木質バイオマスエネルギー促進に関しては、下記

の政策ツールが最も重要なものである。

★灯油．ガスへのCO2税：２０１０年度は灯油1００

０あたり9フラン（ＢＯＯ円）が課せられている。

税収の大半は企業と国民に還付される。また国と省

エネ協定を結び、省エネ計画を実行する企業には

CO2税が免除されている。

★建物の省エネルギー化１０年プ□グラム：国は

２０１０年より１０年に亘Ｄ、ＣＯ２税収のうち年2億

フラン（１６４億円）が、さらにINIから年1億フラ

ン（８２億円）が、建物の断熱改修と再生可能熱源

等の助成に出資される。これを利用して年1万棟で

熱エネルギー消費量を半減させるような断熱改修が

実施されていく。

★建物の省エネ規制：建物の新築や改修では一定の

断熱性能が義務付けられており、年々規制は厳しく

なっている。新築では、外壁には厚さ約１６～１８

センチの断熱材が求められる。同時に暖房・給湯の

熱需要の20％以上に再生可能熱源（木、太陽熱、

環境熱）を利用することが義務付けられている。

★既存の建物へのエネルギー証明霞：既存の建物の

エネルギー性能を示す証明書の作成は、今後義務化

されて行く見込みである。証明書では躯体の断熱性

能を示す熱需要量と、家電や設備の効率や環境性を

示す総エネルギー消費量が評価される。総エネル

ギー消費量に関しては、化石エネルギーには係数

１０木のエネルギーには係数０７が掛けられる。

それにより、木質バイオマスエネルギーを用いる

と、建物のエネルギー消費量が少なく評価されるよ

うになっている。

●熱エネルギーの２５％を目指して～2000Ｗ社会

へ

現在スイスの森林で|ま、年goo～１０００万ｍ３

の木が成長している。資源として使われているの

は５７０万ｍ3で、うち390万ｍ3がエネルギー利用

である。森林からは、まだ250万ｍ3を木のエネル

ギーとして持続的に利用できる。それに廃材や端

材、剪定材を加えると、今の2倍まで木のエネル

ギー利用を増やすことができるとスイスの環境庁は

予測している。

このポテンシャルを活かすも殺すも建物の断熱

性能次第である。森林からのポテンシャルである

２５０万ｍ3を用いると、高度な省エネ建築ならば住

面積１２０，２の住宅を100万世帯、暖房・給湯でき

るという。だが７０年代の断熱性能の悪い建物では、

その４分1の世帯数にしか熱供給できない。そのた

め、目下のスイスのエネルギー政策の最大の重点

は、建物の断熱改修に置かれている。木質バイオマ

スエネルギー協会では、設備の高効率化や建物の省

エネ化が進めば、木質バイオマスエネルギーは熱供

給の25％を担っていくことも可能であると言う。

スイスがオフイシャルに目指すのは２０００Ｗ社

会というビジョンである。現在スイスの1人頭の

エネルギー消費蕊は６０００Ｗの出力に相当するが、

それを世界平均の2000Ｗに減らし、その７５％以

上を再生可能エネルギーでまかなえれば、持続可能

な社会であるというものだ。CO2排出量に換算する

と１人頭１ｔ/年となる。国では２１００年までに達

成することを目指しているが、多くの先進的な自治

体や州では2050年までに達成することを目指し

ている。

木質バイオマスエネルギーに残されたポテンシャ

ルを高効率な利用方法により出し尽くしていくこと

は、スイスの自治体が2000Ｗ社会と豊かな地域

経済を実現していくために不可欠な－要素なので

ある。

写真提供：AndreasKeel/Ene｢gie8hHolzGmbH
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一海外'情報一

猛暑スモッグのモスクワで考えたこと

増田康廣日本環境技研株式会社

ビルの暖房用石炭などからの亜硫酸ガスが冷たい大

気層に閉じこめられ、強酸性の硫酸の霧：スモッグ

を形成した。ドーム状の大気層の形成の要因のひと

つはヒートアイランド現象によるものとも言われ

る。今回のモスクワのスモッグによる一酸化炭素の

濃度は通常の30％多い水準で、ロシアの環境学者

は数百人の死亡の可能性を指摘した。

１．はじめに

１４０年の観測史上最高気温３７５℃を記録したモ

スクワを、８月初めに旅した。猛暑に加えて、この

高温と日照りにより自然発火した郊外の泥炭層の森

林火災からの煙が、市内に蔓延していた。曰本の暑

さを避けることも旅行目的のひとつだった。高温だ

けなら湿気の少ない分、耐えやすいのだが、この

煙；猛暑スモッグとマスコミで命名された、には閉

口した。

２．赤の広場を覆う猛暑スモッグ

モスクワ市の郊外をバスで通過した折、沿道の林

のところどころで白煙が漂い、－部では直火が見

られた。（写真］）泥炭の火はいったんは消えても、

煙にくすぶっている間に再発火することも多いよう

だった。

宿泊したホテルの廊下も、朝起きて朝食に向かう

折に燥された臭いである。ホテルの窓からの視界

も数百メートルといった感じ。昼の観光の赤の広場

は霧がかかったような状態で、猛暑の中の霧は異様

な光景だった。（写真２３）夕刻、モスクワ自慢の

地下鉄駅舎を見ようと外出したものの、視界は極め

て悪く、マスクなしでは外を歩けない状態だった。

我々の滞在中は、街なかでは外国人観光客の派手な

マスク姿がたまに見られた程度だったが、曰がたつ

につれ、インフルエンザ流行時にも見られなかった

光景で、道行＜人々のマスク姿が目立ったという。

我々がモスクワを立った翌曰（B月７曰）には、こ

のスモッグの影響でドモジェドヴォ空港では欠航便

が相次いだと報道された。

１９５２年にロンドンを襲い1万人以上の死者を出

したスモッグは、工場、発電所、デイーゼルバスや

写真１郊外の幹線道路沿いの森林火災

lｉ

写真２赤の広場の猛署スモッグ

都市環境エネルギー第97号３９



ダーチャでの生活と週日の曰光浴の機会を奪い去っ

た。森林火災の風上の地域のダーチャには、都心か

ら避難し、滞在した住民の一部がそこから長い時間

をかけて毎曰通勤した。風下に広がる地域のダー

チャに向かう人々は少なかった。結局、多くの市民

は都市部の住宅にこもる時間が自ずと長くなったも

のと思われる。ただ、長く寒い冬を旨とするつくり

の住宅は、厚い壁と二重窓に囲われて、もちろん網

戸などなく、通気性が悪いため熱気がこもり扇風機

の効果も少ない。エアコンの効いた車に閉じこもる

市民も少なくなかったようだ。

｡＝￣

写真３色あせる極彩色の聖ワシリー寺院

4．エアコンの急増

エアコンの普及率は街なかの集合住宅を見る限

り、未だ1割に満たない。しかしこの夏はエアコン

の売り上げが増加傾向にあったようだ。バナソニッ

クのロシアでのエアコンの販売台数は昨年に比べ２

倍近く伸びたという。確かに街を歩いていて、ピカ

ピカの室外機からの熱風に不快な思いをしたことが

表１世界の大都市の夏季月平均気温

S、市民のダーチャでの夏の生活が奪われた

モスクワ市民の夏の過ごし方は、太陽と供にあ

る。ガイドの話では市民の６割程度が郊外にダー

チャ（別荘）を持ち、夏の週末を過ごす。週日には

街なかの公園での曰光浴が夏の風物詩で、観光客の

目を引く。ダーチャは一般に、郊外の２－３００㎡

の土地に木造の小屋を建てる。（写真４）庭では家

庭菜園が営まれる。ソ連時代の食糧難の折にはこの

菜園が活躍した。金曜の夕刻はダーチャに向かう車

で、道路が大渋滞を引き起こす。

準冨＝可

写真４モスクワ郊外のダーチャ（別荘）

ロシアの人々は、短いが心地よい夏と長く厳しい

冬の過ごし方を巧みに使い分けた。水と緑に囲まれ

た開放的で彩り豊かな夏の宮殿と都心の重厚な冬の

宮殿、大空間を擁する大聖堂（夏の教会）と必要な

薪の曇を減らすために小規模に分散して建てられた

冬の教会。そして郊外のダーチャと地域暖房が供給

される都市部の高層の集合住宅。

今年の夏の猛暑スモッグは、いつもの年の週末の

注Ｉ）夏ｆl]平均気iMlt〃1[均笂j勘;蛾満値を病l-jIのlf〔（｢I1l1f1年ﾉ<」
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何度かあった。この夏の猛暑スモッグは、エアコン

の普及に拍車をかけたことは間違いない。市民は電

気店に駆け込むが在庫はない。供給が追いつかない

状況だったようだ。夏のエアコン生活に慣れ親しむ

とその生活を手放せなくなる。いわば、モスクワ市

民はパンドラの箱を開けた状態である。モスクワ市

民の夏のライフスタイルは変わらざるを得ないの

か。

排熱を暖房用に用いるいわばコージェネレーション

システムによっていて、モスクワではモスクワ川沿

いに熱併給発電所が立地している。ヒートアイラン

ドは都市部の上空にダストドームを形成し、猛暑ス

モッグを閉じこめる可能性がある。

S、熱併給プラントと地域導管

ロシアのエネルギー消費の4割強は熱供給用に用

いられている。熱源は都市部を中心に熱併給発電

(全国の容璽比で約３割が熱併給発電からの熱）に

よっている。熱併給発電の－部は都市部近傍の原子

力発電所も用いられている。残りは専用ボイラープ

ラントである。

約４０年前にモスクワの地域暖房を視察する機会

があった。当時は、都市部から数１０キロ離れた

熱併給発電所から－部は単管式で供給されていた。

(単管式；地域暖房の管式のひとつで、プラントか

らの往き配管のみで、供給される温水は暖房に利用

された後、給湯用に直接活用し温水のプラントへの

戻りはない。ちなみに私の卒業論文は日本における

単管式地域暖房の可能性に関するものであった｡）

どのような経緯かは不祥だが、現在のモスクワで

は都市内の天然ガスによる熱併給発電所が熱源の主

体になっているようだ。モスクワ川沿いの発電所は

熱併給発電何番プラントと銘打っている。かつての

威容を誇ったプラントよりはコンパクトで、より市

民に親しみやすい外観である。（写真5）道路横断

部や公園を通過する箇所で、地域導管の－部は都心

モスクワの夏（７月）の月平均気温は１８℃（平均

最高23℃～平均最低１４℃)、札幌や仙台の月平均

気温（それぞれ２２℃、２４℃）に比べても低いの

が通常の夏である。世界的に見ると、夏の月平均気

温が２０℃を超える先進国の都市はすでに住宅の冷

房が常態化しつつあり、濯陽、リオデジャネイロな

どの中進国都市が遷移期にある。夏の月平均気温が

１７℃を超えるモスクワのような大都市（ロンドン、

ベルリン、パリサンクトペテルブルグなど）がそ

の予備軍である。（表1）今夏のモスクワのように

異常高温がもたらされると、これらの都市の住宅に

エアコンの普及が加速される。快適さをもたらす機

器の普及率は経年的に決して減ずることはない。

５．地球温暖化と猛暑スモッグ

猛暑スモッグの要因のひとつがエネルギー消費の

増大による地球温暖化だとすれば、エアコンの普及

は確実に温暖化を加速し悪循環をもたらす。幸か不

幸かロシアは電気代が安く、使用量申告制の料金制

度である。（家庭のガス料金や暖房用温水料金は定

額制である｡）近年公共料金の値上げが続いて政治

問題になっているようだが、まだまだエネルギー料

金は安く、料金面での省エネインセンティブが働き

難い国柄である。これは、もちろん市場経済化以前

の時代の名残りも大きいが、何と＝ってもロシアが

資源大国であることによる。世界の石油の１割強、

天然ガスの約２割を産出する。いずれも世界一の産

出国である。

また、モスクワの電力供給の一部が市内の発電所

からの電力であることから、発電所からの排熱が

ヒートアイランドの形成を促進する要因にもなる。

ロシアの都市暖房は都市内の熱併給発電所：発電の

ビ

Ｊ
〃

写真５市内の熱併給発電所
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たほど多くない。けれど、それに付随する生活様式

の多くは、すべてエネルギー消費を伴うものであ

り、それを増殖させる。そして、前述のように、こ

れまで冷房が必ずしも必要でなかった夏の月平均気

温が２０℃を下回る地域に、このようなライフスタ

イルの変化が拡大したときには、地球大の環境問題

化するのは必至である。今回のモスクワの猛暑ス

モッグは文明への警鐘に思えてならない。

８．日本が貢献できること

世界の天気情報では、モスクワの気温は（この

原稿を書いている）８月の末には、すでに例年の

１０℃台前半の涼しさに戻っているようだ。ダー

チャの朝晩は、もう寒いくらいと思われる。「喉も

と過ぎても熱さ忘れぬ」うちに、モスクワでの猛暑

スモッグ現象を教訓に、日本が貢献できる方途を考

えてみた。

第１に、都市型住宅でエアコンに頼らない住環境

を創ること、すなわち夏の通風に考慮した建築と緑

地を含む街区づくり。日本の住宅づくりの知恵とロ

シアの夏の宮殿の伝統の融合が期待される。（－万、

夏と冬の都市と自然の使い分けについてのロシアの

人々の知恵は、曰本の低炭素街づくりの参考になる

と思われる｡）

第２に、曰本での経験（計測、シミュレーション

技術等）を活用して、モスクワでのヒートアイラン

ド現象を解明し、夏と冬における影響の評価を確立

すること。

３番目は、都心部のビル・住宅街に対し、熱併給

発電所からの蒸気や高温水を活用した高効率冷房シ

ステムの導入検討を行うこと。曰本の地域冷房の事

例は、良い事例、悪い事例とも参考になる。夏季の

遊休化したインフラや人的資源の活用は魅力的であ

る。地域冷房の最適規模、蒸気・高温水駆動吸収

ヒートポンプを含む高効率機器．ＢＥＭＳ等lTを活

用した制御システムの適用性検討や計量課金による

省エネ誘導などが有効と思われる。

いずれも日本の経験を生かした環境・省エネ技術

による技術協力である。資源大国ロシアに環境・省

エネ先進国日本が技術協力して、共存する道を探る

ことは両国にとって有意義ではないか。

写真Ｓ地域暖房の架空配管

部でも架空配管で熱応力を吸収している例が見られ

た。（写真e）見かけた地域導管はすべて２管式で、

単管式の採用例が残っているのか否かは、残念なが

ら－旅行者の目では未確認である。

７．猛暑スモッグは一過性か？

今回のような猛暑そのものはモスクワで常態化す

るとは思えない。但し、地球温暖化が一因であるな

ら、何年かに－度はこれに近い暑い夏が来てもおか

しくない。そして曰照り（乾燥）も原因とする泥炭

層の森林火災は、過去の例からも猛暑よりもモスク

ワを襲う頻度は高そうだ。森林火災は軍の出動を含

めた防火体制の整備で対症療法は講じることは出来

ても、あの母なるロシアの台地を覆う森林とその－

部を覆う泥炭層が原因なので、これを抜本的に解決

するのは簡単ではない。泥炭そのものの活用と森林

の木材の木質バイオマスとしての活用、それぞれ再

生可能エネルギー（泥炭そのものを再生可能エネ

ルギーと位置づけるべきか、又、その利用による

ＣＯ２の増減は検討の余地あり）として開発利用を

図る研究が緒についたとの情報はある。

より深刻な問題と考えるのは、きわめてまれに襲

う猛暑スモッグ、あるいは猛暑、森林火災によるス

モッグのいずれか片方でも、それがライフスタイル

を変えてしまう恐れである。つまりエアコンのある

種の快感が、街なかでの室内を中心とした楽しみの

時間（テレビ、ウォッカ？？）が、ダーチャで週末

を過ごす豊かな夏の時間を侵食する恐れである。冷

房そのもののエネルギー消費の割合は日本でも思っ
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大学研究室紹介

名古屋大学大学院
奥宮研究室

環境学研究科

奥宮正哉名古屋大学教授工学博士

環境共牛型民偉システムの構築

日本の温室効果ガスの排出麹は２００７年には

京都議定書基準年に対して８．５％増（ＣＯ２排出量

137％増）であるが､２００８年には１６％増（ＣＯ２

排出量６］96増）となっており、ここのところにな

りやっと地球環境問題への認識が浸透しつつあるよ

うにみえる。しかしながら部門ごとに見てみると、

２００８年において産業部門では基準年比１３２％減

であるのに対して業務その他部門では４３０％増と

なっており、全排出量に占める割合は144％から

１９８％に増加している。

建築物の建設（資材製造を含む）から廃棄に至る

使用期間全体の＝酸化化炭素（ＣＯ２）の生涯排出量

(ライフサイクルCO2排出量）の中ては、運用時の

エネルギー消費起源の排出塾が７０％前後を占め、

場合によっては８０％近くになる建物もある。つま

りこのような状況の中て、建物の運用時のエネル

ギー消費量を減らすことは重要かつ喫緊の課題なの

である。

図１はこのような背景のもとで如何に環境共生型

居住システムを構築するかを民生用エネルギー利用

について示したものであり、これが本研究室の研究

のもととなっている。このフレームは大きくわけて

省ＣＯ２型の建築デザインと省CO2型の都市デザイ

ンからなっている。

省ＣＯ２型の建築デザインにおいてはまずエネル

ギー消費が少なくＣＯ２排出も少ない建物そのもの

を計画すべきであり、ここではファサードエンジニ

アリングや自然エネルギーのパッシブ利用が重要な

ポイントとなる。そして省CO2の観点から十分に計

省CO2型の建物デザイン

琿境共生型の建物デザイン

ファサードエンジニアリング

自然エネルギーのパッシブ利用

快四な室内圏ME

高効率な漣璽唆直システムの股叶
石いシステムCOP

自然エネルギーのアクティブ利用

建築と股備の統合

エネルギー･畷境のモニタリング･解析と運用改暫

ＢＥＭＳ刀 三H2iI空竺Ｊ鷲
エネルギーの面的利用

新エネルギーの面的導入やエネルギー融通

省CO2型の都市デザイン

ド

餓計指針

醗計ｖ－ＩＬ

呼価システムCASBEEなど

図１環境共生型居件システムの棡築
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画された建物を対象に、自然エネルギーのアクティ

ブ利用を含む高効率な建築設備システムの設計がな

されるべきである。さらに重要なのは出来上がった

建築そして建築設備システムについて、室内環境、

システム挙動、エネルギー消費量などをモニタリン

グし、解析し、そして運用改善に結びつけることが

大事である。－万、省CO2型の都市デザインにおい

てはエネルギーの面的利用や融通がキーワードとな

り、都市内の種々のエネルギー需要の組合せと、供

給側では未利用エネルギーの活用が可能になる。そ

してこれらを正しく設計し、施工し、運用するため

の指針やツールが必要になるのであり、またシステ

ム性能の評価システムも大事である。

究され、また実施例も多くあるが、その後のフォ

ローがなかったために普及が大きく遅れてしまった

太陽熱利用冷暖房システムの性能を実測し、システ

ムシミュレーションを実行して実測値と比較し、シ

ミュレーションの妥当性を確認するとともに、シス

テムの最適設計・運転の検討をする。

■．ジェネレーションシステムの最適設計・運転

各種用途の建物，さらに地域に対して．ジェネ

レーションシステムを適用した場合の．エネルギー

性能環境性能などをシミュレーションによって検

討する。その際に’性能を左右する要因と考えられ

る建物用途，コジェネ排熱利用のバリエーションな

どの要素の性能に対する効果を検討する。またこの

．ジェネレーションの排熱を利用した新しい空調シ

ステムであるデシカント空調システムなどの性能検

証を行う。

■土壌熱を熱源としたヒートポンプシステム

これも夏期は土壌温度が外気温より低く、冬期は

高いことを利用して、ヒートポンプのヒートシンク

／ヒートソースとして土壌を利用し、高いＣＯＰを

得ようとするシステムである。本研究室では主にシ

ミュレーションを用いて土壌熱源ヒートポンプシス

テムの設計シートなどを作成するなどの研究を行っ

ている。

■システムシミュレーションを活用した空調用エネ

ルギーマネージメント

本研究テーマでは空調設備の企画、計画、設計

施工、運用というライフサイクルの各ステージで、

研究テーマ

前述の環境共生型居住システムの構築を背景とし

て、下記のような研究テーマを設定し研究を行って

いる。

■土壌の熱容鬮を利用した空調用外気の冷却．加熱

システム

夏期は土壌温度が外気温より低く、冬期は高いこ

とを利用して、空調用の新鮮外気を土中を通過させ

て冷却・加熱し外気負荷を減らそうとするアース

チュープシステムに関する研究であり、これとダブ

ルスキンを組み合わせることによる夕．ブルスキン入

口空気温度の冷却システムも研究している。

■太陽熱利用冷暖房システムに関する研究

１９７９年代後半から１９８０年代にはさかんに研

企画設計 施エ検収 運用 改修

…錨;…“…1,,函mMi蝿i鎖iiiiiiiiiiiiiiiiii瀞…ililfTilffliflL

▼ ▼

竣エ後の検収による

性能確題･調整

顧客の要求性能の

設計性能としての実現

▼ ▼

設計要求性能の運用の各段階における

施エ仕様による実現性能の確麗

図２ライフサイクルエネルギーマネージメント
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そして、都市環境学専攻には「空間・物質系」と

｢建築学系」の講座があり、奥宮研究室は「建築学

系」の3つの講座の－つであり、現在は、４年生３

名、修士課程1年生5名（うち留学生1名)、２年生

3名、博士課程２年生1名（留学生)、３年生1名（社

会人）が在籍している。

環境や建築（デザイン）に興味を持ち社会環境工

学科建築学コースに入り、大学で学ぶうちに建築設

備に興味を持った学生が多い。

シミュレーションをどのように活用できるのか、そ

してそのことによってどのようなエネルギーマネー

ジメントが実現できるのかを研究し、そのための

ツール開発も行う。本研究の中では国土交通省官庁

営繕部監修のLCEＭツールの開発への参画や、本

ツールを用いた実建物におけるエネルギーマネージ

メントの実施なども行っている（図２)。

■エネルギーの面的利用に関する研究

地域冷暖房、建物間エネルギー融通などを組み合

わせたエネルギーの面的利用は、内閣の「地球温暖

化防止対策」の最重要課題として位置づけられてい

る。本テーマでは都市の排熱（清掃工場廃熱など）

を利用した都市エネルギーシステムや、建物間エネ

ルギー融通の効果などの検討をシミュレーションに

よって検討している。

■ドライミストの蒸散効果を利用した冷却システム

に関する研究

極小径の水滴（ドライミスト）に注目し、これの

もつ冷却効果を利用して小水壁、低エネルギーで昼

間の都市を直接冷却し、夏季におけるオープンス

ペース（都市公園など）の'快適性を向上させるとと

もに、このことでヒートアイランド現象の緩和を目

指すものである。２００５年に開催された愛知万博

のグローバルループやパビリオンのウェイティング

スペースでの性能実証や、ＣＦＤを用いた性能予測

などを行っている。

令後の展開

本稿の始めに述べたように本研究室は民生用エネ

ルギーの増加を抑制するために特に空調システムの

設計・制御、運用に関する研究を行っている。そし

てこれは名古屋大学の建築設備系の大きな特徴であ

り、筆者の前任者である中原信生名誉教授より引き

継いだものである。ゆえに本研究室の果たすべき役

割は大きく、例えば期間負荷を十分に把握して地道

に空調設計を行う技術者を排出していくことが重要

であると考えている。

また筆者は中国清華大学建築エネルギー研究セ

ンター国際学術委員会委員、国際エネルギー機関

／蕾熱実施協定Annex20主査を務めてきた。さら

に、（社）公共建築協会に日本および中華人民共和

国の学術専門家によって設置された「空調システム

シミュレーションツールの国際的評価検討委員会」

の座長を務めており、この分野での国際的なネット

ワークを形成しつつあり、今後もこれを展開してい

く必要がある。

そして、国内そして国際的に空調システムにかか

わるエネルギー消費抑制に貢献していきたいと考え

ている。

名古屋という街へのこだわり

筆者は名古屋崖まれで．大学は名古屋大学、職歴

も名古屋大学と中部大学である。そして地元名古屋

の皆さんから多大な支援を受け、小さいテーマから

大きなテーマまでの相談を受ける。どんなことでも

研究テーマにつながり、それによって地域に貢献で

きればと考えている。問題が解決して地元の方に喜

んでいただけるのは大変嬉しいことである。

研究室と所属学生

名古屋大学大学院の環境学研究科は設立後１０年

である。持続性学と安全･安心学を2本の柱として、

文系と理系が融合した「地球環境科学」「都市環境

学」「社会環境学」の3つの専攻で構成されている。
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研究所拝見

株式会社曰立プラントテクノ□ジー

松戸研究所

頭島康博株式会社日立プラントテクノロジー松戸研究所空調プラントシステム部

２．２研究施設概要

(1)松戸研究所

松戸研究所は、北松戸駅から徒歩１０分の工業団

地内に位置しており、空調・クリーンルーム、水処

理システム・装置、集塵システム、液晶搬送装置、

クレーンなどの自社製品や新技術の開発、各種電力

プラントの据付工事を支援する工法の開発・改善、

さらに各種基礎研究を行なっている。

研究所内には本館（図3）のほか、研究施設「第

一研究棟」・「クリーンテクノセンタ」ほかの設備を

備え、さまざまな分野の研究開発と委託・共同研究

を実施している。

－－－￣￣。
..:Ｎ

ｉ〆..!＄Ｉ

１．はじめに

株式会社曰立プラントテクノ□ジーは２００６年４

月に|日・曰立プラント建設㈱が、㈱曰立製作所から

電機グループの－部を承継するとともに、日立機電

工業㈱・㈱曰立インダストリイズと合併して誕生し

た、社会・産業インフラ構築を主事業とする曰立グ

ループ企業である。環境技術と省エネ技術でインフ

ラ構築を担う当社では、千葉県松戸市と茨城県土浦

市に研究開発の拠点を置き、社会と産業の幅広い分

野で顧客連携を含めたＲ＆Ｄを行っている｡今回は、

松戸研究所の研究施設と空調設備関連の開発技術に

ついて紹介する。

２．研究開発体制と研究施設

２１研究開発体制

研究・開発からソリューション提供までのサイク

ルの早期化に向けて、日立グループの研究開発部は

もとより、顧客、大学などとの共同研究を積極的に

行っている（図叩図２)。

座画一剛団隠i蘭瞬濡鰡、

：:霊豐亟剪；趣；■■
日立、文Ｉ１ｆ

－ｃ-百壺雨一ｺｮｽﾃﾞﾑHjm鐇
口槌田沈所

…罰窒團働轌團蕊願
ロカロロ酊丑研、所

■凸

０１

…１，１

＝￣｣

避鍵I上;鐘謹鬮
図Ｓ松戸研究所（本館）

(2)クリーンテクノセンタ

本センタは、弊社の得意分野である産業設備向け

クリーン化技術の開発を目的に、面積１７０，２の３

層構造クリーンルームを備えた研究開発施設で、施

設内にはスーパークリーンルームをはじめクリーン

化技術が数多く組み込まれており、これら実設備を

駆使してクリーン化技術の研究・開発を行っている

(図４)。

図１研究開発体制

篭翻篭
…團ｊ…ｉ……

麺霞…}翻騏
図２顧客連携による研究開発
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３．１データセンタ向け省エネ空調システム

情報化社会の進展に伴い、ｌＴの重要なインフラで

あるデータセンタ設備における電力需要が急増して

いる。その消費電力は２０２５年度には2005年度

の２５倍にまで増加すると予想されており、｜Tベン

ダーが|T機器の消費電力削減を目指す動きが始まっ

ている。また、政府もデータセンタ省エネの新しい

政策を推進しており、省エネ技術開発に向けた取り

組みが活発になっている。

データセンタ設備は重要な社会インフラであり、

地震などの災害時でも安全に稼動できることが重要

とされており、空調設備にも高い信頼性が求められ

ている。また、近年のlT機器の高'性能化に伴う発熱

量の増大により、｜T機器周辺の温度が上昇してlT機

器の稼動にまで影響を及ぼす熟溜りと呼ばれる室内

温熱環境の悪化や、室内冷却に必要となる空調消費

電力の増大などの問題が発生しており、快適な温熱

環境と省エネを実現した空調設備のニーズが高まっ

ている。

そこで、動力不要で熱輸送が可能な冷媒自然循環

技術を核に、データセンタの省エネを図る新しい空

調システムを開発した。

図６に冷媒自然循環システムの原理を示す。本方

式は、冷媒ガスを凝縮させる凝縮器と、凝縮器より

低い位置に設置され、冷媒液の気化熱で空気を冷却

する蒸発器とを冷媒配管で接続した構成で、両熱交

換器内で起こる冷媒相変化に伴う気液密度差により

冷媒が無動力で循環するものである。

図４クリーンテクノセンタ

四四閲ｍｍｌ５ｍ

四四■nｍ皿

図５第一研究棟

(3)第一研究棟

木施設は、研究開発から事業化までのサイクルを

早めるため、産・宮・学との共同研究を推進する核

となる施設として2003年に竣工した（図５)。

本施設は、敷地面積ｇ３６ｍ２、延べ床面積３．６００

，２のＳ造地上4階建て、研究と受注支援の機能を

併せ持つ延ｌ４００ｍ２の共同研究用スペースを備え

ていることが特徴である。この部分は、顧客や各研

究機関などとの共同研究を誘致後、専用スペースと

して使用する。このため、空調、給排水、電気、レ

イアウト内装、階高、運搬設備等の自由度を高め

た施設とするとともに壁や部屋を自由に作れるよ

うにフリーな空間としており、さらに出入□のカー

ドキー対応など秘密保持にも配慮している。

冷水(出ロ）

冷水(入口）

冷水一冷旗鰯交換n日(起伍■）

鏡ロロ。●●■つち ●

｡；

汁冷鰹ガュ
ガク
ォ気

●●●●■●●●Ｃ●●

●

郡
民

冷螺液

－９?H?同VHF雨IF顯甲甲冒～
液化した冷媒は

凰懸M駆顔

汀蝿鑑謬Ｆ

ｉｏ震'1Ks震j轤讓
：ｔｉ２

3．研究紹介

松戸研究所では、インフラ設備に関連する研究開

発を多数行っているが、本稿では、空調設備関連の

省エネ技術について紹介する。

局所冷却ユニット(薊児巴）

図６冷媒自然循環の原理

都市環境エネルギー第97号４７



図７に冷媒自然循環式局所冷却システムの概要を

示す。本システムは高効率熱源設備から供給される

冷水で冷媒を冷却する冷水一冷媒熱交換機と室内の

サーバ排気を局所的に冷却する局所熱処理ユニット

から構成されている。また、熱源設備には冬期及び

中間期に外気冷熱を利用可能なフリークーリングシ

ステムを採用している。

夏期は高効率芯大型冷凍機で、冬期および中間期

にはフリークーリングで製造された冷水は、冷水一

冷媒熱交換器で冷媒ガスと熱交換して冷媒を液化す

る。この冷媒液は、冷水冷媒熱交換器より下方に設

置された局所冷却ユニットへ重力落下により供給さ

れ、サーバ排気を冷却する。

本システムでは低温外気で冷水を製造するフリー

クーリング設備により冬期および中間期に外気冷熱

を活用した熱源負荷の削減が可能であるとともに

冷媒自然循環方式と局所冷却方式の採用により熱搬

送動力の削減が可能で、大幅な空調消費電力低減が

実現できる。

図Ｂ各租冷却ユニットの製品什様

かり、厚さ１５０ｍｍ以下を実現した。

スライド型冷却ユニットも同様に、冷却コイル、

冷却ファンおよびスライド構造体より構成されてお

り、ラック側の加工を行わずにスライド構造体の容

易な施工が可能で、既存設備の改修工事等に適した

構造となっている。

ラック型冷却ユニットは、ラック列に挿入して設

置する冷却ユニットで、本ユニットは局所冷却だけ

でなく室内冷却用機器としても適用可能である。図Ｂに各種冷却ユニットの製品仕様を示す。冷却

ユニットは、サーバ背面に接続して排気を直接冷却

するドア型およびスライド型に加え、ラック列に挿

入して設置し周辺ラックの排気を間接的に冷却する

ラック型冷却ユニットをラインナップしている。

ドア型冷却ユニットは、冷却コイル、冷却ファン

およびヒンジ取付け構造より構成されており、風量

はａＯＯＯｍ３／ｈ、冷却能力は１０ｋＷである。ま

た、内部に格納される冷却コイルの構造最適化を|ま
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従来システム提案システム

図ｇ省エネ効果試算の一例

図ｇに本システムの省エネ効果試算の一例を示

す。試算モデルは、サーバ室面積がａＯＯＯｍ２、熱

負荷は１２ｋＷ／ｍ２のデータセンタ設備とし、負

荷計算及び消費電力曇計算は、東京の各月代表気象

条件を用いて行った。平均熱負荷は80％、運転は

２４時間３６５曰と想定した。また、従来システムは

冷媒レヒート型のパッケージ空調機方式とし、提案

システムは熱負荷の７５％を局所冷却ユニットで冷

却する外気冷熱活用を活用した冷媒自然循環式局所

冷却システムとした。

提案システムでは、外気利用の効果と熱源高効率

ﾌﾘｰｸｰﾘﾝｸﾞ用冷却塔

高効率熱源ｌ

冷水－冷媒熱交換器

サーバ室 室内z25°Ｃ～30°Ｃ

認:'1ミド霊
iYi環方式一

一
一 局所冷却

ユニット
鱸！:i:.【･￥:i:.【･￥

乳

図７冷媒自然循瑠式局所冷却システムの概要
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タイプ 完全局所冷却型 半局所冷却型

名称 ドア型 スライド型 ラック型

外､、

|Ｉ ！
外形寸唆 594WxlO4Dxl9弱Ⅱ ｍｐＷ瓦１５SDx1095H 油5ＷＸ１１１７ＤＸ２ＣＴ０Ｈ

冷却ﾛﾛｶ 100KW） １００Ｗ） ２２仏W）

特微

■禺届宜丹弧'三対応した
冷却■田上q‐て使用司館

(鉛由り防止）

■円晤な■凶=勢唾した
巾鈎邑■として使用同色

(飴竃り防止）

■ｒ品中の既Ｉ､ラックに
＄＆に按岨可能

■且座冷却曙けでなく全

は酉ｎｍぬい上して適用

可能



關懸鰯、
麺ｸｰﾙｱ”ﾄﾂｽﾃﾑ

団ｸｰﾙｱﾂ父ﾄﾂｺＷｍ

･ｲﾝﾊﾞｰﾀ、■、

鱈謹､．……
▲

砥、、■口｡■■

ぐ

こ野
▼Ｈｂ２ｍ

割fq罹
寸▼曲り,己 『念▽窓 ▽識 ▼

｜Ⅷ|Ⅷ||Ⅷ||Ⅷ 国HU洞回包力ＩｔＴ回【割於H2】 I､宙迫区のq岳JIA抑体工可での蛍ｎ円

ＩＣＯ

;,。

０
５
５
２

隼鬮唖緬幽崗皿（兜

膚
０

従来システムクールアシストシステムクールアシストシステムロ

図１１省エネ効果試製J例
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図１０クールアシストシステムⅡ概要

式の自動切換えにより省エネルギー化を実現した。

図１０に今回開発した「クールアシストシステム

Ⅱ」の概要を示す。本システムでは、更なる省エネ

ルギー化を推進するため、高効率機器の採用と併せ

て、運転時間の長いポンプやファンなど熱搬送にか

かる動力の低減を図っている。本システムでは、外

気条件および熱負荷状態を検知し、機器特性を考慮

した上で消費エネルギーが小さくなる冷却水流量や

温度等の制御目標値を算出、制御することで、冷水

製造に係わる冷却塔ファンやポンプの搬送動力を削

減した。

図１１に省エネ効果試算結果を示す。本システム

を導入することで、従来の熱源システムに比べて消

費電力を約５０％（当社比）を削減できる見通しを

得た。また、ＣＯ２排出抑制にも貢献可能で、床面積

ＢＯＯＯｍ２のクリーンルームでは、約２．７００トン／

年間のCO2排出量が抑制可能である。

化の効果による熱源動力の大幅な削減に加え、冷媒

自然循環方式と局所冷却方式採用による室内送風

動力の大幅に削減により、従来空調に比べ省エネ

６０％以上達成可能となり、提案システムがデータ

センタ向け省エネ空調技術として有効なことを確認

できた。

３．２クールアシストシステムⅡ

近年産業界では、地球温暖化防止への取り組み、

省エネルギー対策の要求が高まっている。その中で

も、多大なエネルギーを消費する電子デバイス工場

やデータセンタ設備などでよりいっそうの省エネ対

策が求められている。

このような、年間を通して冷却が必要な施設で

は、冬季および中間期の外気を利用して冷熱を製造

するフリークーリングシステムが省エネ手法として

有効である。

今回、外気条件と熱負荷条件から熱源システムの

運転状態を最適化して省エネを図る「クールアシス

トシステムⅡ」を開発したのでその概要と特徴を紹

介する。

既開発の「クールアシストシステム」では、生産

装置冷却や室内の冷却に必要な冷水温度に合わせて

運転する冷凍機の高効率化を行っている。また、冷

却塔を活用して冷水製造を行うフリークーリング方

4．おわりに

本稿では、空調設備の省エネルギー技術について

紹介したが、曰立プラントテクノロジーでは、省エ

ネルギー技術のみならず、今後「エンジニアリング

力」「モノづくり力」「現場力」からなる当社のコア

技術をさらに進化させ、世界トップレベルの技術・

製品化に向けた開発に取り組んでいきたい。

都市環境エネルギー第97号４９



新会員紹介

ＨｍＡＣ１－ＭＩ
総合空調システムに対応InspiretheNex（

曰立アプライアンス株式会社

日立アプライアンス株式会社は、家庭用のエアコ

ンから地域冷暖房用の大型冷凍機までを含む総合空

調システムに対応すると共に、家電製品も取り扱っ

ております。空調・冷凍システムの基幹となる圧縮

機においては、小型ロータリーから、スクロール、

スクリュー、ターボ圧縮機まで全て自社技術で開発

し、省エネ・環境関連でトップレベルの実繍があり

ます。
繊

嚥疋

地域冷暖房への取り組みについて

曰立は、１９７０年に開催された大阪万国博覧会

に３００ORTターボ冷凍機を納入して以来、地域

冷暖房向けに多くの冷凍機を納入してきました。

１９９０年竣工の新宿新都心地区に１０００ORTター

ボ冷凍機を納入し、2000年竣工のさいたま新都

心西地区に５００ORT蒸気吸収冷凍機を納入するな

ど、日立は常に最先端の技術で地域冷暖房に取り組

んできました。

１９９０年代のガス方式地域冷暖房の大型化に対

応するため、それ以前の最大容量１５０ORTを超え

る大容量蒸気吸収冷凍機を開発し、以降100台を

超える吸収冷凍機を納入してきました。それらの多

くの冷凍機は納入後１５年が経過し、近年の低炭素

社会に対応するため高度な省エネルギー機への更新

が求められています。

曰立の最新の蒸気吸収冷凍機は、従来の定格蒸気

消費率４３kg/RTを3.5kg/RTまで約２０％削減す

ると共に、部分負荷効率も大幅に改善しています。

省エネルギーを図ると共に、信頼性向上を追及した

最新シリーズは、多くのお客様にご好評を頂いてお

ります。写真は、みなとみらい二十一熱供給株式会

社殿に納入した３００ORT蒸気吸収冷凍機です。

最新のターボ冷凍機については、定格ＣＯＰ６

を超えると共に、冷却水温度の低下する時期にさ

らに高効率運転が可能なインバータ運転機が好評

を得ております。冷媒にはオゾン破壊係数ゼロの

ＨＦＣ１３４ａを使用し、サージングの無い安定した

運転継続が可能で信頼性の高い冷凍機です。

表は、２０１０年度の地域冷暖房用冷凍機の新た

な稼働実績及び納入実績です。

２０１０年度の日立冷凍機の稼動・納入（予定含）実網

５０都市環境エネルギー第97号

地区名 機種 容屋（RT） 台数 状況

２

３

みなとみらい

２１中央

かながわサイエ

ンスパーク

霞が関三丁目

蒸気吸収

直焚吸収

ターボ

3０００

1０００

5００

２

２

稼動

４

５

６

横浜ビジネス

パーク

西池袋

芝浦

蒸気吸収

蒸気'111収

ターボ

１０００

２０００

1２００

２

納入



効率シリーズと更新容易なコンパクトシリーズを準

備し、それぞれにインバータ対応が可能で、熱回収

機にも対応しております。

吸収冷凍機・ターボ冷凍機の豊富芯品揃え

蒸気吸収冷凍機及び吸収冷温水機の定格．部分負

荷効率を大幅に向上した最新シリーズを準備してお

ります。また、冷暖房運転時にＣＯＰ3以上を実現

した吸収ヒートポンプや、太陽熱を用いたソーラー

クーリング用冷凍機、病院に多く用いられている蒸

気ジェネリンク等があります。

ターボ冷凍機については、定格COP6以上の高

今後とも、ものづくりの確かな技術を基盤として

緑と空気と水に恵まれた生活環境を次の世代につな

いでいくため、曰立アプライアンスは貢献していき

たいと考えています。

都市環境エネルギー第97号５１
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(M)都市環境ｴﾈﾙｷﾞｰ協会|Eおける公益法人制度改革への対応について(報告）

㈹都市環境ｴﾈﾙｷﾞｰ協会総務部長水谷康幸

２０ＯＢ年１２月１日より、公益法人新制度が施行され、

当協会は現在特例社団法人となっている。

２０１３年１１月末までに、「公詰ﾈ十ｍ；夫人」か「一般

社団法人」か、を選択しなくてはならない。

選択後、どちらかの法人としての申請を、内閣府に行

う必要があり、その申請手続きは多岐にわたる。

例えば、「定款の変更」「各種規程の変更」「経理面の

整備や組織の整備を含めた内部統制の確立」などを実

施していかなければならない。

そこで、その手続の指導を受けるため、「一般ﾈ十ｍ法

人パブリックコンサルティング｣に外部委託した。

今回、この一般社団法人パブリックコンサルティン

グが行った協会の初期診断について、その概要を報告

するものである。

この内容は、１１月１曰開催の臨時理事会で報告をし

ており、この内容を踏まえ、当協会は、「一般法人とし

ての手続を進める」こととした。

最終的には、２０１１年５月開催予定の総会において、

定款変更案などの承認を含め、決定していくこととな

る。

本内容は、この初期診断からの抜粋である。

ため、公益法人となる場合は、永続的に要件を満た

せるか否かが重要となる。

⑥当協会は、公益目的事業の比率の点や、経理基盤の

脆弱性から、公益法人を維持していくことに課題が

ある。

⑦一般法人から公益法人へ公益申請するのはいつでも

可能である。そのため、経過措置期間中に一般法人

に移行し、その後の状況をふまえた上で、改めて公

益法人を目指すか、一般法人で継続するか検討する

のが現実的であると考えられる。

Ⅱ、一般法に適した法人運営（公益法人でも一般法人

でも該当する要件）

①今後の理事会は従来のような替面・代理人が認めら

れず、本人出席が必要となる。

③理事会開催の回数と時期が変わる

③役員の責任が会社法に準じて明確化された（競業避

止義務・利益相反取引等）

④理事会社と法人との取引は利益相反取引に該当する

可能性があるため、理事会での承認、事後報告が必

要となる。当協会として、影響がある。

⑤理事、監事は従来の理事、監事をそのまま引き継ぐ

ことができる。移行のタイミングで役員の変更を行

う場合は、手続が必要。

Ｌ制度改革の概要

①公益法人となるためには様々な認定法の要件を満た

さなければならない。

②特に重要な要件は、財務3基準と呼ばれる要件である

（’・収支相償、２公益目的事業比率、３遊休財

産額の保有制限)。要約すると、「利益とならないよ

うな公益的な事業を費用ベースで法人全体の50％以

上行いかつ余剰資金は１年分の公益的な活動費用

以下に抑える」要件である。

③一般法人になると自由な法人運営が可能であるが、

時価純資産相当（時価ということがポイント）を公

益的な支出で使用しなければならない（公益目的支

出計画)。

④一般法人となると従来公益法人で認められていた

様々な優遇措置が認められなくなる。ただし、一般

法人でも「非営利型」があり、当法人にとっては、

あまり重要な影響はない。

⑤公益法人の地位は要件を満たさなくなると取消され

る可能性がある。公益認定を取消されると一般法人

となり、公益的な財産を贈与する必要がある。その

Ⅲ公益目的支出計画(一般法人として最大の要件）

①時価純資産相当を公益的な支出によってゼ□にする

必要がある。

②協会の土地部分の固定資産税評価額による時価評価

の場合、土地の評価額が1億円多くなるため、法人

の時価純資産は３６億円となる（平成２２年度末)。

なお、土地の評価方法としては、不動産鑑定士によ

る継続使用を前提とした評価方法もあり、状況によ

っては評価を引き下げられる可能性がある。

③公益的な支出は、現時点で主務官庁から公益的と認

められている事業でかつ赤字の事業が対象である。

④赤字の事業を行う場合であっても､法人全体で赤字で

あってはならない（短期的には問題ないが、長期的

には認められない)。赤字の事業を賄うだけの収益事

業または会費収入等の収入が必要となる。なぜなら、

法人全体で赤字の場合、時価純資産相当の公益的な

支出を完了する前に法人の資金がショートし、法人

５２都市環境エネルギー第97号



Ｖ，初期診断結果及び合後のスケジュール

(T)公益目的支出計画を作成するため、予算の検討が重

要となる（赤字の事業を行うが、法人全体として赤

字としないような法人運営)。

②理事会の運営方法が従来と異なるため、事前に検討

しておく必要がある。

③平成２３年度に申請する場合、平成２３年５月開催予

定の社員総会で定款変更案等の承認を得る必要があ

る。そのため、実質的な検討は社員総会開催よりも

前に終えておく必要がある。

④今年の年末から来年の４月頃までにかけて、予算の検

討、定款変更案の検討等、移行に関する検討作業を

進めていく必要がある。

が解散してしまうからである。

'⑤'申請にあたっては、３年間の予算を添付する必要があ

り、上記の内容から、遅くとも２５年度は黒字で申請

をしなければならない。（長期的に赤字が続く場合、

法人が解散してしまうため)。

Ⅳ．一般法人における非営利型・営利型の選択

J〕一般法人は、法人税法上、非営利型法人と営利型法

人に分かれる。

②非営利型法人となった場合、法人の事業の－部のみ

課税される収益事業課税となる。営利型法人となっ

た場合、株式会社と同様、すべての事業について課

税される。なお、従来の特例民法法人は、収益事業

課税である。

③非営利型法人と営利型法人のいずれが有利かは､法人

の状況によってケースバイケースであるが、当法人の

場合は非営利型法人の方が有利となる。

④非営利型法人となるためには、一定の要件を永続的

に満たしていく必要がある。

－度、非営利型が否認されると、二度と非宮利型

にはなれない。

以上のように初期診断としては、現段階では、「一

般法人」を目指し、今後体制が変化した場合、「公益法

人」への移行を検討する可能性もあることを含んでの

手続を進め、総会にて会員の総意のもとに決定してい

く。

一般法人になった場合は、新たな収益事業などを積

極的に実施し、さらなる協会の向上が期待される。

究臓繭談

､リ文11Jで､地球との比ﾉl：をめざしまJlkガス
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深呼吸したくなる都市へ。
菜一面に網の目のように戯き論められた莱脈。

机から吸い_上げられた水分や鍵分を

蕊の隅々に行き渡らせるために作られた自然のインフラです。

迦ばれた水分は光合成によって分解され､二酸化炭素を利11Iして有機物と酸素を生みだします。

こんな理想的なシステムが1枚1枚の葉の中で行われています。

私たち蝋点ガスは､未来の都市をこの1枚の葉のように美しく快適に変えていたいと考えています。

葉脈のように都市一面に敷きiMiめられた導管を通して、

名ご家庭はもちろん､ホテル､摘院､ショッピングセンターなどの施設に供給される都市ガス。

都市ガスの原料となる天然ガスは、

石iIllやｲｶﾞ炭よりも二酸化炭素の排川が少ないクリーンエネルギー。

募らす人が思わず深呼吸したくなる都市へ。

私たちは天然ガスで実現します。

illilllllIIIIIIili1iilliiilll
|iIlllillilil1||illMlIlWilllII

蕊lliilliliiiiilliilliiill;ｌｉｉｉ覺'i'j…
P？"識

鹸鱗

2０

TELO3-5400-7BO1（ダイヤルイン）

http:〃ｅｅｅ･ｔｏｋｙｏ－ｇａｓ.ｃ◎.jP
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豊かな王．＝Ｆの造と曰上私たちの行動基盤てす

都市環境エネルギー第97号５５
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私たち日本環境技研は、業務フィールドである環境・エネルギー分野や都市計画、再開発計画、都市再生分野や地

域冷暖房（11,域熱供給）分野、都市インフラ整備分野などで、現在から未来に向けて持続していく豊かな環境を創造

し、普及させていくことを行､､基盤として、業務を行って参りました。

例えば、私たちがこれまで数多くの実績を持つ地t或冷暖房。私たちは、「①調査研究・企画・棚想」から「②計画．

検討」を経て、「(3)設計・事業化・評価」のステップまで、全ての段階|こおいて最適な提案・技術力をもって取り組む

とともに、各ステップで相互に連携を計り、フ

価値を高めてまいります。

このステップが繋がり、それらが更に大きな

波紋のように拡がっていくことにより、私たち

ともに「豊かな未来環境の創造と琶及」の実現

目指していきます。

」ぃＥｉ：い，ｗｗ－Ｓ：神；咄,」

JES日本環境技研株式会社
http:"www､jes-corp・ＣＯ・jｐ

O3-5272-9401

Ｓ
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最高９０℃の
温水を連続出湯

排繍回､l温水ヒートポンプ

ETW-L
インバータターボ冷凍楓
ｎｎＲＴ－Ｉ助IＤ－ｒ

繍鬮Ull合制御システム
ーニニ－■＿△百一一 24.2

三菱重エ冷熱システム株式会社
〒103-0023束京都中央区日本橋本町4.3-5TELO3-3516-8870

三菱重工業株式会社冷熱事業本部大型冷凍機部
〒108-8215束京都港区港南2-16.5ＴＥＬ03.6716.4288

熟・水・国境のベストパートナー

●
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超高層を、超えてゆけ。

高さ６３４ｍ。世界一の自立式電波塔、

東京スカイツリー⑳の建設は、大林組の仕事です６
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匝コラム
今年度から技術妾｢１反を拝命しました鈴木です。平成１４年度～１５年度にも技術委員圧を務めましたので再度の拝命|こなりま

すが．微力ながら尽力したいと思います。本題に入る前に玩者の皆様．今年の辺は本当に猛暑が続きましたね。消防庁の速報値で

は６月からの２ケ月半に熱中１㎡による柄院搬送者は３万人を突破し、搬送直後の死亡者は１３２人。一方、集中豪雨も各地で多発。

この異常丸験は日本に限らず世界各国でも発生。地球上で何かが起きていると感じざるを得ません。さて、当協会を取り巻く社会

鰯坦の変化を前任当時と比べると、地球環境問題が益々大きな社会問題として取り上げられていることと、東京都の環境確保条例

などにより温室効果ガス排出総昂の削減義務が具体化したことなどが挙げられます。また、残念ながら地域冷暖房施設の新規建設

は以前と同様に少荘いものの、更新計画は葹実に切加しています。そして全国の無供給酬業者は更新時の重要な検討課題として．

折エネルギーとＣＯﾙｲ)１出量の削減に必死に取り組まれています。技術会員会では当協会の刊行物である「地域冷暖房技術手引評」

の改訂作其を今年度から蔚手し．最新の行工ネ技術の解説など、充実した内容にしたいと老えています。この場を借りて、執筆作

某に対する会員会社棟のご支扱、ご協力を、お願いする次第です。

都市環境エネルギー協会技術委員長錦木規安

●広報委員会

委員長赤沢修一〔JFEエンジニアリング'$釧
副委員長牧野俊亮〔検閲耐工〕

委口加用真実〔鹿島廸股臘机〕坂ｐひろし〔大阪ガスﾘﾑ］
原修二〔三浦工業'ﾘﾈﾘ牧野則行〔荏原冷然システム(杭'〕
宮本和彦〔日本環境技研枕〕渡邊聡〔東洋熱工雄㈱〕

耶務局券田傭

三室奥彦〔新日本エンジニアリング(欄〕
渡遇真次（新日本空IEI'㈱〕

し
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